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第 1 章 序論 

 

1-1. 研究目的 

 本研究は，日米欧の多国籍企業の中国子会社において，本社からの出向者が子会社に技

術や管理方法などの知識を移転する役割を果たし，労働生産性を高めるにも関わらず，操

業年数が長くなると，本社からの出向者が減少する傾向があることを指摘する。そして，

その理由として，操業年数が長くなることによって知識の移転が完了したという一般的な

解釈ではなく，子会社の知識が増えるにつれて，本社の方針を素直に受け入れず，独自の

方法で経営をしたいと考え，本社からの出向者を拒否しているからであるという解釈を示

す。 

そのために，まず，第 4 章において，本国からの出向者がいることが，海外子会社の労

働生産性を高めるという事実を回帰分析によって検証する。その後，海外子会社の操業年

数と本社からの出向者の関係を平均値の差の検定よって検証する。ここで，操業年数が長

いほど，出向者の数が減ることが示される。続いて，第 5 章において，米国企業の中国子

会社を対象に行った聞き取り調査に基づいて，その原因を考察する。ここから，一定の操

業年数を経た子会社は，子会社の実情に合った独自の知識を生み出していることが分かっ

た。また，第 4 章の回帰分析による，出向者数と労働生産性の関係から見れば，このこと

は労働生産性を低下させることが予想されるが，本社は子会社の経営を継続するために，

それを受け入れているのだろうと考えられる。 

本研究は多国籍企業の海外子会社の人事管理を人材配置と，人事制度の形成と運用とい

う 2 つの側面に着目する。人材配置には，本国出向者の派遣と現地人材の活用という２つ

のパターンがある。本国出向者は本社から海外子会社への出向者のことである。多国籍企

業本社の組織的知識を海外子会社へ移転するには，本国出向者を通じて行われるのが一般

的である。本国出向者を通じた知識移転には，人事戦略を具現化した人事制度が含まれる。

海外子会社の人事管理の形成と運用は本社の人事慣行の移転に関わっているため，本研究

では，本社の人事慣行の移転を本社からの知識移転の一部として見なす。次節以降で研究

の背景を述べた上で，本研究の課題を示す。 
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1-1-1.多国籍企業の海外子会社と中国子会社の人事管理  

現代の多国籍企業論では，多国籍企業は多次元の目標を同時に達成するための理想的な

パターンとして「トランスナショナル型組織」が提唱される（Bartlett & Goshal, 1989）。

「トランスナショナル型組織」は顧客ニーズの多様性，グローバルな競争優位を維持する

ためにグローバルな効率性，現地への適応，そして世界規模でのイノベーションやその普

及化である世界的学習を活発化するという要請に応えるものである。 

多国籍企業という組織形態は，内部ネットワークと外部ネットワークの両者の複合的な

関係として見ることができる。まず，多国籍企業が単一の組織というよりは，組織と組織

をまとめた「組織間グループ」と考え，その構成単位としての「組織ユニット」とそれら

を結ぶネットワークによる「リンケージ」を基本線とし，さまざまな組織ユニット間の交

換関係のネットワークである。多国籍企業の内部ネットワークの下での人々の繋がりや交

流を通じて，知識の獲得・利用が効率的に行われることは，多国籍企業の競争優位につな

がる（Kogut & Zander, 1993）。また，その組織ユニットには構造化されたコンテクスト

の中に埋め込まれている本社と各国の子会社とがある。各子会社は現地でのサプライヤー，

顧客，規制者および競争相手などのような，「外部ネットワーク」とも関連を持ち，その

中に埋め込まれている。つまり，広範な外部ネットワークの一部として多国籍企業のネッ

トワークを考えなければならない（Ghoshal & Westney, 1993）。 

多国籍企業の組織的ネットワークにおける本社と海外子会社のダイナミックな関係を論

じられた Birkinshaw & Hood（1998）では，ダイナミックな能力の観点を導入し，その能力

と権限(チャーター)1との関係において，海外子会社の役割進化のメカニズムを説明した。

Birkinshaw & Hood（1998）によれば，海外子会社の役割進化は子会社の能力の増大（減退）

と，それに応じた権限の獲得（喪失）によって影響される。海外子会社において能力，またはチ

ャーターのどちらか一方が変化することで，それに合わせてもう一方も変化し，子会社の役割進

化が起こる。海外子会社が主導的に自己の役割進化を進めるプロセスにおいて，海外子会社の自

                                                   
1チャーター(charter)については，「子会社の責任範囲について，子会社と本社との間で共有された理解」

と定義している（Birkinshaw & Hood, 1998)。 
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律性2の存在を認めている(大木, 2008)。 

Birkinshaw & Hood(1998)は海外子会社の役割進化に影響を与える要素が３つあると指

摘している。第1に，本社からの役割の付与である。①企業内の競争的な資源配置メカニズ

ム，②本社が意思決定の分権化が進んでいる，③本国中心的なマネジメント姿勢といった

本社側要因は，海外子会社の役割進化を促進する。第2に，海外子会社自身の累積的な能力

構築の成果である。海外子会社が自らの能力を構築する過程で獲得するものであり，子会

社独自の優位性につながる。①本社の期待に応え，成果を上げてきた実績，②本社との関

係がよい，③子会社従業員の強い企業家志向といった海外子会社要因は，海外子会社の役

割進化を促進する。第3に，海外子会社が現地環境での活動である。海外子会社は現地の環

境に精通し，現地の顧客，サプライヤー，競合他社のスティクホルダーとの重要なリンケ

ージがある。①活発な現地ビジネス環境，②現地政府によるサポート，③その国の戦略的

重要性が高い，④その国の投入要素コストが安いといった現地要因は，海外子会社の役割

進化を促進する。 

Birkinshaw & Hood（1998）の研究は海外子会社の役割へ目を向けて，海外子会社をよ

り能動的に位置づけている。また，本社と海外子会社間での事業活動の相互依存性の重要

性を強調され，本社と海外子会社の双方向の関係とする見方を提示された。しかし，

Birkinshaw & Hood（1998）は理論的な検討であるため，本社と海外子会社の具体的な相

互作用についての議論が少ない。例えば，「外部ネットワーク」に埋め込まれる子会社が

いかに自身の主体的行為を通じて，本社の要求に対応するかについて示されておらず，本

社と海外子会社の相互作用は海外子会社の人事管理の形成と運用にいかに影響を与えるか

についても明確にされていない。続いて，多国籍企業の中国子会社の人事管理に関する実

証的研究をレビューし，本社は海外子会社の人事管理の形成と運用にいかに影響を与える

かを見ていく。 

 多国籍企業の対中直接投資は，1970 年代末の中国改革開放政策より始まる。1992 年に当

時の鄧小平国家副主席が改革開放の加速を呼びかけ，いわゆる「南巡講話」より中国への

外国投資ブームが起こされた。外国投資なかで，日米欧企業の対中投資の急増は，多国籍

                                                   
2自律性とは，海外子会社は本社と独立して行う戦略上の意思決定権限の程度である（O’Donnell, 2000）。 
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企業の対中進出の本格化と密接な関係がある。日米欧の多国籍企業は中国子会社を管理・

調整し，地域的・業種的制約を超えて総合的な競争力を発揮するために，中国で持ち株会

社を設立するのが多い。そこでは，中国国内における製品の製造・販売，アフターサービ

スの提供，研究開発機構の設立，部品調達，そして国際販売ネットワークの構築といった

事業活動が行われる。 

多国籍企業の中国子会社の人事管理について，中国の文化的文脈の影響に焦点が当てら

れる。Huo & Von Glinow (1995)は，中国子会社において多国籍企業本社の人事管理の慣行

を採用することが文化的には合理でない限り，その慣行を運用することが困難だと述べて

いる。彼らによれば中国文化的特性というのは，面子を重んじること，権力志向，非言語

的なコミュニケーションスタイルなどが挙げられる。 

Ding et al. (2000)は多国籍企業の人事管理の慣行を導入できる可能性が，中国のコンテ

クスト，特に国有企業の文化的・制度的慣行によって制約されると結論付けている。例え

ば，国有企業において階層関係や人脈(guanxi)3が重視され，企業経営者は政治干渉，資源

依存，自由競争の制限を通じて組織経営に対処してきた。このような組織経営は，個人的

な責任の回避，独立した思考や顧客志向の欠如といった特徴がつけられる（Fu et al., 2006）。 

また，Xin & Pearce (1996)は中国の民営企業において公式な制度的サポートの代わりに，

guanxi が積極的に運用されることを指摘した。民営企業の経営者は人脈を何より重要であ

ると考え，ビジネスコネクションを構築したり，維持するために，贈り物を与え，彼らは

人脈に依存して自分の利益を守ると指摘される。中国の文化的・制度的制約が多国籍企業

人材マネジメントの導入を妨げる要因となる可能性が示された。 

中国の文化的文脈の影響により，多国籍企業の中国子会社は本社の人事管理の慣行をま

るごとに採用する可能性が低く，むしろ中国特色のあるハイブリッドな人事管理を運用す

ることが期待される(e.g., Ding and Warner, 2001; Doeringer et al., 2003)。 

多国籍企業の人事管理と現地国の人事管理の文化的な側面の相違に着目する研究は，文

化的な特質の静的比較に留まるにすぎないと批判される(Gamble, 2003; Friedman & Lee, 

                                                   
3 guanxi は互いに利益を享受できる関係を意味し，中国では事業で成功するためには，公的な関係と私的

な関係を融合させなければならない。guanxi はそうした関係を築き，育てるための手法を意味している。 
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2010)。産業，情報，人のグローバル化の時代において，社会レベルの文化的価値の変化が

生じうる。社会レベルの文化的価値が変化するなかで，中国人従業員の社会的価値と行動

規範が大きく変化し，それがきかっけに，中国人従業員が多国籍企業の組織慣行を学習す

ることが促進される。そのため，多国籍企業は人事管理におけるベストプラクティスを学

ぶように，中国人従業員を長期的に奨励すれば，中国人従業員がベストプラクティスを受

け入れることを期待できる（Bjӧrkman & Fan, 2002)。Farley et al. (2004)は，多国籍企業

の中国子会社において現地人従業員は多国籍企業の経営理念，職業訓練，パフォーマンス

評価，労働生産性に関連するベストプラクティスを利用する傾向を示している。 

Bjӧrkman et al. (2008)は，1996 年から 2006 年までの 10 年間，中国制度的環境の変化

とともに，ヨーロッパ多国籍企業の中国子会社の人事管理の変化について実証分析を行っ

た。その結果は多国籍企業の中国子会社の人事管理は，本社の人事管理と類似してきただ

けでなく，中国現地企業の人事管理との類似性も高くなってきていることを示している。 

その背景には，1980 年代から 1990 年代初期にかけて，中国政府による制度的規制は中

国企業の人事管理に深い影響を与えていたが，1990 年代半ばから中国政府による影響が弱

くなってきた(Child, 1994) 。中国企業の伝統的な人事管理は政府による雇用決定，平等主

義的な報酬慣行，「鉄飯碗」と呼ばれる終身雇用など特徴づけられる(Child, 1994; Warner, 

1997)。1990 年代半ばまで中国企業の伝統的な人事管理システムが段階的に廃止され

(Warner, 1997)，中国伝統的な人事管理モデルの脱制度化が進んだ（Warner, 2008)。同時

に，中国企業は人事機能の重要性に対する認識が増え，ノキアやモトローラなど中国に進

出している欧米多国籍企業の人事管理の慣行を学び始め(Braun & Warner, 2002; Cooke, 

2004)，組織の人事機能の開発に継続的に投資するようになった(Cooke, 2004)。それに伴い，

人事管理に関する中国人従業員の社会的価値と行動規範も大きく変化してきた。 

それに対して，多国籍企業はタレントマネジメントシステム（talent management 

systems）4を実現するために，本社のベストプラクティスを海外子会社へ移転し，海外子

会社の人事管理のグローバル統合，人事管理におけるある程度の標準化が求められる

                                                   
4組織のパフォーマンス向上に大きな影響を与える能力を持つ人材こそ企業の競争力の源泉とみなし，採用

から配置，育成，キャリア形成といった一連のプロセスを効果的に管理・支援する仕組みを指している。 
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(Bryan, Joyce, & Weiss, 2006; Sparrow et al., 2004)。 

Bjӧrkman et al. (2008)ではヨーロッパ多国籍企業の中国子会社の人事管理は，多国籍企

業内のグローバル統合の動きが示されている。そのなかで，中国子会社の人材育成は本社

との類似性が最も高い。人材争奪が激しい中国の労働市場において，多国籍企業が人材育

成と人材開発への投資は，優秀な現地人従業員の確保につながることが示唆される。その

ため，多国籍企業は先進的なマネジメント研修プログラムや専門知識の研修プログラムを

中国子会社に導入したり，子会社の中核管理者や専門人材に多国籍企業のグローバルプロ

グラムに参加する機会を提供したりすることが求められる。 

Farley et al. (2004)5は子会社の所有形態や操業年数と，多国籍企業の中国子会社の人事

管理との関係を分析した。多国籍企業の本社は所有形態を通じて海外子会社をコントロー

ルする場合，子会社のパフォーマンスを向上させるために，本社の効果的だと思われる人

事管理の慣行，例えば，効率と品質を強調する価値システム，成果主義の人事評価，多様

な人材育成施策などを中国子会社へ移転する傾向がある。多国籍企業は中国子会社の組織

運営を効果的にコントロールし，本社のマネジメント慣行の導入を促進するために，海外

子会社の所有形態は国際合弁より独資のほうが好ましいことが示唆される。 

また，操業年数の長い中国子会社において人事管理は，ジョブローテーションを通じた

キャリア開発，人材紹介会社を通じた管理者の採用，管理者教育背景の重視，従業員の住

宅手当や各種保険の提供などの特徴がある（Farley et al., 2004）。中国における操業年数

が長ければ，本社の人事管理の慣行は子会社の状況にあうような形で導入され，海外子会

社の人事管理はより専門化され，現地人管理者や従業員が受け入れやすいように構築され

る。早い段階で中国に進出している多国籍企業は，中国現地のマネジメント慣行をより理

解でき，現地人従業員のニーズに応じて人事管理の調整を行うことができるため，子会社

の人事管理に対応する柔軟性が高いという特徴がある。そのため，操業年数の長い中国子

会社において，海外子会社の状況と緊密にリンクしたハイブリッドな人事管理が形成され

る可能性が高いと結論付けられる。 

                                                   
5調査対象となる中国子会社の構成について，米国系企業，ドイツ系企業，日系企業，その他はそれぞれ 28%，

22%，46%，4%である。 
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以上のように，海外子会社の人事管理の形成と運用について，先行研究では現地国の文

化的要因，海外子会社の所有形態，操業年数といったコンティンジェンシー要因が注目さ

れ，それらの影響と本社の人事慣行の海外移転が検討されてきた。しかし，海外子会社の

人事管理が具体的に形成されるメカニズムが解明されておらず，「現地環境に適応しつつ

グローバル経営方針とも整合している」というハイブリッドな人事管理が一体どういうも

のであるかについて，具体的に述べられていない。 

 

1-1-2. 研究課題 

 1-1-1 で示したように先行研究では，子会社の人事管理の形成は，現地国の文化的要因，

子会社の所有形態，操業年数といった要因に応じた本社の人事慣行の移転に焦点が当てら

れている。本社の人事慣行を海外子会社へ移転することの技術的合理性は，海外子会社の

経営環境に関連するコンティンジェンシー要因と緊密に対応していると推察できる。ここ

で言う技術的合理性とは，意図されたパフォーマンスを伴う取り組みだということを意味

する。 

しかし，海外子会社のハイブリッドな人事管理の実態を明らかにするために，「外部ネ

ットワーク」に埋め込まれる子会社が自身の主体的行為を通じて，いかに本社からの人事

慣行の移転に対応するかという視点が欠かせない。海外子会社（現地人管理者）の主体性

を考慮すれば，本社からの人事慣行の移転は合理的であるからと言って，それが必ずしも

実践されるとは限らない6。このことについて，以下のように説明できる。 

子会社が埋め込まれている制度的環境には多様で異なる制度的圧力が同時に存在するた

め，本社側と海外子会社の現地人管理者は，子会社の複雑な状況に対して多様な解釈を生

み出しうる。その場合，海外子会社の人事管理の形成と運用に関して，現地人管理者と本

社側では異なった基準に従う論理的な合理性がある。その「異なった基準に従う合理性」

は競合的であるため，その合理性の基準は現地人管理者と本社側との相互作用の中で，社

                                                   
6人が合理性を判断するものである限り，すべての「合理性」判断は主観的なものである。単独行為であれ

ばその人の主観的判断であり，他者関係的行為であればその人たちが議論して得られる間主観的判断にな

る。 
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会的に確立しなければならない。このように，海外子会社の人事管理における合理性は，

実際には，社会的に形成されるものである。本研究では，子会社のスティクホルダーの間

での妥結を可能にする仕組みを社会的合理性と呼ぶことにする。実際の海外子会社の人事

管理は社会的に形成されるものであり，先行研究はそれを十分に理解せず，複雑な経営実

務を「ハイブリッド」として過度に単純化していることが指摘できる。 

以上の議論を踏まえると，海外子会社の人事管理の形成と運用について，本研究は，本

国出向者の配置が海外子会社のパフォーマンスにどのように影響を与えるか，本国出向者

を通じた知識移転は海外子会社のパフォーマンスの向上に貢献するという効果（技術的合

理性）があるとしても，本国出向者の配置，および本国出向者を通じた知識移転は実践さ

れないのではないか，実際の海外子会社の人事管理の合理性は社会的に形成されるが，そ

れは海外子会社のパフォーマンスの向上に貢献する人事管理（技術的合理性）と一致する

のか，などの問題を背景にしている。次章では本研究の課題を詳細に検討した上で，３つ

の課題を提示する。 

 

1-2. 本研究の構成 

本研究は全 6 章構成となっている。第 2 章では，第 1 に，知識経営論の知見に基づき，

知識およびそれに関連する概念を明確にする。第 2 に，多国籍企業の知識移転に関する国

際経営論の先行研究をレビューし，海外子会社の人事管理における技術的合理性に焦点を

当てている研究に対する批判的な検討を行う。第 3 に，海外子会社の現地人管理者は子会

社の状況に応じた知識創造について検討する。海外子会社の複雑な状況に対し，現地人管

理者と本社側（本国出向者）の状況認識が異なりうる。そのため，海外子会社の人事管理

の形成と運用において，現地人管理者と本社側（本国出向者）は異なった基準に従う合理

性が存在しうる。双方が「異なった基準に従う合理性」をめぐる権力作用の中で，ある合

理性の基準が社会的に確立される。第 2 章の最後では，実証分析を進めてゆく際の研究課

題を示す。 

第3章では，本研究の課題を明らかにするための研究方法を検討する。まず，社会科学研

究において広く使用される質問票調査と聞き取り調査の特徴について述べる。次に，質問
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票調査と聞き取り調査それぞれの特徴に応じて，２つの調査のそれぞれが本研究の３つの

課題にどう取り組んでいるのかを示し，データ収集と処理について述べる。質問票調査で

はコンティンジェンシー要因と緊密に対応して成果を発揮する人事管理（技術的合理性）

を検証する。もしそれが存在するとしたら，それが実践されているか，つまり，それが社

会的にも合理的なものでありうるかを検証する。聞き取り調査では，海外子会社の人事管

理における社会的合理性の形成プロセスを解明する。 

第 4 章では，いかなる人事管理が海外子会社のパフォーマンスの向上に貢献するか（技

術的合理性）について，在中日系企業のデータを用いて検証する。質問票調査では海外子

会社の操業年数と所有形態の 2 つのコンティンジェンシー要因を取り入れ，統計学におけ

る重回帰分析を行う。重回帰分析の結果は，本国人トップの配置が海外子会社のパフォー

マンスに与える正の影響は，子会社の操業年数が増えるにつれ，減少する傾向があり，職

場レベルの本国出向者の配置は，子会社の操業年数が増えるにつれ，子会社のパフォーマ

ンスを向上させる効果が強くなることを示している。つまり，操業年数の長い子会社にお

いて本国出向者を通じた知識移転は技術的合理性があるということである。しかし，重回

帰分析で得られた結果を追加に分析すると，実際に在中子会社（独資と国際合弁）の操業

年数が増えるにつれ，職場レベルの本国出向者の比率が増加しておらず，さらに減少する

動きが示されている。本国出向者を通じた知識移転は技術的合理であっても，現地人がそ

れを素直に受け入れないことが示唆される。 

第5章では，米国多国籍企業の中国子会社A社の人事管理がどう形成されるかについて検

討を行う。より具体的に言えば，現地人管理者と本社管理者での組織内外環境についてど

ういう認識のギャップから，どういう現地人の多様な戦略的対応を生み，なぜその戦略的

対応が成立するのかを示す。実際の人事制度の運用において，人事管理の問題解決に関す

るA社の現地人管理者の状況認識は，彼らの３つの戦略的対応，すなわち本社制度の受容，

制度の新規提案，「面従腹背」をいかに促進していくのかを示す。次に，人事管理の課題を

解決するための現地人管理者の戦略的対応を成立させる２つのメカニズム，「本社からの役

割期待」と「現地の制度的環境の活用」について述べる。 

第6章ではまず，第4章と第5章で示した海外子会社の人事管理における技術的合理性と社
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会的合理性についての分析を通じて得られた発見事実を，研究課題にそって総括する。次

に，本研究で発見した事実について，理論的なインプリケーションと，実務的なインプリ

ケーションを述べる。最後に，本研究の3つの限界と今後の課題を示す。 
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第2章 分析の枠組み 

 

本章では，第一に知識経営論の知見に基づき，知識およびそれに関連する概念を明確に

する。第二に，多国籍企業の知識移転に関する国際経営論の先行研究をレビューし，海外

子会社の人事管理における技術的合理性に焦点を当てている研究に対する批判的な検討を

行う。第三に，本研究の分析枠組みを提示する。本研究は海外子会社の現地人管理者の主

体性を考慮に入れ，実際の海外子会社の人事管理が，本社側と現地人管理者との権力作用

の中で社会的に形成されるということを主張する。最後に，本章の小括を重ねて実証分析

を進めてゆく際の研究課題を示す。 

 

2-1.知識創造と知識移転 

2-1-1. 知識の概念 

海外子会社の人事管理について，本研究は人材配置と人事制度の２つの側面に着目する。

海外子会社における人材配置には，本国出向者の派遣と現地人材の活用という２つのパタ

ーンがある。本社の組織的知識の海外移転は，本国出向者を通じて行われるのが一般的で

ある。海外子会社へ本社の組織的知識の移転には，人事戦略を具現化した人事制度が含ま

れている。人事管理の形成と運用を論じるにあたって，知識の概念に特に着目する必要が

ある。本節では，まず知識の概念を明確にして，知識経営論において組織的知識創造と知

識移転が，どのように検討されてきたかを見ていく。 

 知識とは，伝統的な認識論においても知識経営論においても「正当化された真なる信念

（Justified true belief）」と定義される（Nonaka & Takeuchi, 1995）。知識経営論の考え

方として，知識を個人の信念が人間によって「真実」へと正当化されるダイナミックなプ

ロセスと見るのであり，個々人の信念がいかに組織的に正当化されるのかが強調されてい

るのである。知識について，以下，Nonaka & Takeuchi (1995)に基づいて検討する。 

 第１に，知識は「信念」や「コミットメント」に密接に関わり，ある特定の立場，見方，

あるいは意図を反映している。第２に，知識はある目的を有する行為に関係している。行

動を通して知識は新たに生み出されたり，より価値の高いものへと変容したりする。第３
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に，知識は特定の文脈やある関係においてのみ「意味」を持つことである。すなわち，そ

れらの意味は状況に依存し，人々との社会的相互作用によってダイナミックに作られる。 

また，知識は「形式知」と「暗黙知」に区分して論じるのが一般的である。形式知は明

示的な情報やデータ，論理的言語によって伝達できる知識である。一方，暗黙知は特定状

況に関する個人の認識，経験から発しているもの，日常の業務やプロセス，実際の企業活

動や組織として有する規範の中に存在するもの，組織の文脈に依存しているものなど多様

であり，形式化したり他人に伝えたりするのが難しい。 

暗黙知は二つの側面を持つ。一つは技術的側面で，「ノウハウ」という言葉で捉えられる，

はっきりと示すことが難しい技能が含まれる。例えば，公式的にコード化される具体的な

施策，手順，または新技術（例えば，品質管理，報酬制度）を導入・実行する際に，その

手順，システムなどの隠されている意味という暗黙的な次元がある。その中には，例えば，

それらの施策，手順，システムは，なぜこのように構築・設計しなければならないのか，

そしてどういう目的を達成し，そのためには，どのような行動や行為が望まれるか，とい

った根本的な理由が隠されている。  

同時に，暗黙知には認知的側面がある。認知的側面に含まれるのが，メンタル・モデル7，

認知枠組みなどと呼ばれるもので，無意識に属し，表面に出ることはほとんどない。この

ように，極めて主観的な洞察，直感なども知識の重要な部分を占める。この部分の暗黙知

は「社会的知識」と呼ばれ，それが社会的に構築され，行動や実践の中で明らかにされる

のである（Nonaka & Takeuchi, 1995; Cook & Brown, 1999）。 

 

2-1-2. 知識創造 

Nonaka & Takeuchi (1995)によれば，組織はものの見方，認知枠組み，思考前提を日常

的に創り変えながら，絶えず新しい知識を創造しているのである。新しい知識の創造はい

つも個人から始まり，その個人の知識を広めるためには，他人にも共有されなければなら

                                                   
7メンタル・モデルとは，人間が心の中に生まれるアナロジーを操作することによって創り上げる世界の実

用モデルである。スキーマ，フレーム，世界観，パースペクティブ，信念，視点などがメンタル・モデル

に含まれるが，それらは，個々人が世界を感知し定義することを助ける（Nonaka & Takeuchi, 1995）。 
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ない。組織的知識創造が個人の自発的行動とグループ・レベルでの相互作用がない限り，

組織それ自体では知識を創ることはできない。グループ・レベルでは，知識が対話，討論，

体験共有，観察などによって増幅され，具体的なものに結晶化される。組織メンバー間の

対話では，意見の衝突や不一致があってもよい。なぜなら，そのような意見の衝突こそが，

それまで当然視されてきた前提に疑問を抱き，体験を新しい角度から理解するきっかけと

なるからである。このようなダイナミックな相互作用が個人知から組織知への変換を促進

するのである。 

知識創造は暗黙知と形式知が相互に作用しあい，知識が個人レベルから組織レベルへダ

イナミックに増幅していく。暗黙知と形式知が相互に作用するには，共同化，表出化，連

結化，内面化と呼ばれる 4 つの知識変換モード（図 2-1）がある8。この四つの知識変換モ

ードは絶え間なく相互に作用しあっている。知識創造のプロセスは，暗黙知の共有から始

まる。個人の中にある暗黙知が，まず組織の中で増幅されなければならない。次に，共有

された暗黙知が，新しいコンセプトという形の形式知に変換され，表出化される。創られ

たコンセプトは正当化されなければならい。その新しいコンセプトは，組織の意図が損な

われていないかどうかをチェックし，さらに追求する値打ちが本当にあるかどうかを決め

るのである。正当化されたコンセプトが，具体的なものに変換されるプロセスは，新しく

創られた形式知と既存の形式知を組み合わせること（連結化）によって構築される。以上

のプロセスを経て創られた知識は組織内部と組織間で移転される。知識移転は組織全体に

広がりながら，知識創造の新しいサイクルを引き起こす。 

 

                                                   
8共同化とは経験を共有することによって，個人の暗黙知からグループの暗黙知を創造するプロセスである。

ビジネスにおける OJT は，観察，模倣，練習によって技能を学ぶのである。経験をなんらかの形で共有し

ない限り，他人の思考プロセスに入り込むことは非常に難しい。表出化とは，暗黙知をメタファー，アナ

ロジーなどの形をとりながら，形式知として明確なコンセプトに表すプロセスである。連結化とは，異な

った形式知を組み合わせて一つの知識体系を作り出すプロセスである。この知識変換のモードは，ミドル・

マネジャーが企業ビジョン，事業コンセプトなどを分析し，様々な状況や知識をつなぎ合わせて新コンセ

プトを創り出す際によく見られる。内面化とは，形式知を暗黙知へ変換するプロセスである。それは行動

による学習(learning by doing)と密接に関連している。 
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図 2-1 4 つの知識変換モード（SECI モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：野中・竹内『知識創造企業』p.93 

 

組織的知識創造を促進する組織内外の要件としては，自律性およびゆらぎと創造的なカ

オスが挙げられる。組織のメンバーには，個人のレベルで自由な行動を認めることによっ

て，組織は思いがけない機会を取り込むチャンスを増やすことができる。また自律性によ

って，個人が新しい知識を創造するために自分を動機付けることが容易になる。知識創造

における自律的な個人やグループは，より高い組織レベルの意図に表明された究極的目標

を追求するための自己の任務範囲を自主的に設定する。 

また，組織と外部環境との相互作用を刺激するゆらぎと創造的なカオスは，知識創造を

促進する。ゆらぎは最初に予測することが困難な秩序である。ゆらぎは組織メンバーの根

本的な思考や物も味方を見直す機会をもたらし，世界に対する基本的態度の妥当性を考え

直すことを促進する。組織メンバーが既存の前提に疑問をもって考え直すこのプロセスに

よって，組織的知識創造が促進されるのである。カオスは，市場のニーズの変化や競争企

業の急成長によって自社の業績が急速に落ちたときに発生する。組織内の緊張を高めると，

危機的状況の問題定義とその解決に組織メンバーの注意を向けることが促進される。組織

暗黙知 

形式知 

形式知 

  暗黙知 形式知 

共同化 

Socialization 

表出化 

Externalization 

内面化 

Internalization 

連結化 

Combination 

暗黙知 

形式知 

  暗黙知 



18 

 

と外部環境との相互作用を刺激するゆらぎは，実行レベルで自らの行動について考える能

力がある組織メンバー9の「解釈の多義性」を生み出す。組織のゆらぎは個人の主体的なコ

ミットメントを誘発・強化し，創造的カオスを引き起こることができる。 

以上紹介した Nonaka & Takeuchi（1995）の議論は組織的知識創造に多くの示唆を与え

ている。しかし，Nonaka & Takeuchi の理論モデルの暗黙知の共有は必ずしも常に成功す

るとは限らない。なぜなら組織的知識創造を促進する組織メンバーの自律性，および組織

と外部環境との相互作用を刺激するゆらぎは，組織メンバーに自らの行動を考え直させ，

「解釈の多義性」を生み出しうるからである。組織メンバーの多様な解釈は異なるロジッ

クに従うため，それぞれが競合的で共約不可能なところがある。この点について，2-3 で詳

細に議論する。 

 

2-1-3. 知識移転 

知識移転は人事ローテーションによって促進され，組織全体に広がりながら知識創造の

新しいサイクルを引き起こす。組織は集団的なコミットメントを通じて，個人の思考や行

動を組織として方向付けるために，組織内での知識移転がなされる。知識移転では，どの

ような知識を創造するかについての組織の意図は，個別の知識を交配してよいかどうかに

ついてのコントロール・メカニズムの役割を果たす（Nonaka & Takeuchi,1995）。 

知識移転のプロセスは，実際に多くの要因によって阻害される。その阻害要因によって，

受入側の一人ひとりが知識を受け入れる能力，ひいては知識を運用する能力が限られる。

知識移転の阻害要因は，知識そのものの特性によるものと，それ以外のものに分けること

ができる（Szulanski, 1996; 椙山，2001）。このうち，知識の特性による移転の障害とは，

前述した知識の暗黙性に関連する移転の障害を指すものである。 

Kogut & Zander (1993)は，知識の暗黙性をコード化可能性（codifiability），教育可能

性 （teachability），複雑性（complexity）という三つの要素に基づいて指標化している。

                                                   
9ショーンは行動しながら内省するとき，ユニークなケースについての新しい理論を構築するのである

（Schӧn, 1983）。知識を創造する組織はこのような「行動に伴う内省（reflection in action）」を組織の

中に制度化しなければならない。 
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コード化可能性とは，知識が記録，マニュアルによって表現され，標準化できる程度を示

すものであり，教育可能性とは，知識が学習される容易さを示す指標である。また，複雑

性は，知識に含まれる重要で相互に作用する要素の数として定義されている。知識の性質

がコード化可能，教育可能，複雑性が低いほど，受入側がその知識を理解し，受け入れる

可能性が高く，その知識の移転は容易である。それらとは反対に位置しているほど移転は

困難である。同様の指標化を行った Szulanski (1996)は，知識の移転に影響を与える知識そ

のものの特性として，因果関係曖昧性(causal ambiguity)をあげている。因果関係曖昧性と

は，知識の要素やその要素間の相互関係が曖昧であることを示すものであり，知識の暗黙

性を表す指標である。 

これらの知識の特性以外にも，知識移転における阻害要因は存在する。知識特性以外の

阻害要因としてあげられているのが，知識の供給側に関連する要因，知識の受入側に関連

する要因，および移転が行われる組織コンテクストに関連する要因である（Szulanski, 

1996）。知識の供給側に関連する要因とは，供給側の信頼性の欠如によって生じる障害で

ある。知識を移転する能力，知識を受入側の必要性に適合させる能力，移転を行うために，

必要な資源や体制を持つかどうかという点について，受入側が供給側を信頼できると認知

できないケースで生じる移転の阻害を指すものである（Szulanski, 1996; 金綱, 2009）。 

受入側に関連する要因とは，受入側のモチベーションの欠如，吸収能力の欠如によって

生じる障害である。受入側のモチベーションの欠如が引き起こされる原因は，(1) 知識の重

要性が受入側に認識されない，(2) 新たな知識に対する受入側の心理的反発や抵抗，(3) 知

識が生み出された文化・習慣・規範などの制度が受入側によって理解されない，が挙げら

れる（浅川, 1999）。知識の受入側の吸収能力は，受入側が持つスキル，情報，管理力など

のレベルに依存している。知識の学習は累積的に行われる性質があるため，その学習効果

は，移転される知識が，受入側がすでにもつ知識と関連する場合により高くなる。従って，

受入側がこうした知識を十分に持たない場合には，受入側が知識を有効に吸収することは

困難になる（Szulanski, 1996; 金綱, 2009）。 

また，組織コンテクストに関連する要因とは，知識の供給側と受入側のコミュニケーシ

ョンや協力関係から見た関係性の問題によって生じる阻害を指している。知識が移転され
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る際に，知識の供給側と受入側の関係性においてコミュニケーションが不十分であったり，

協力の努力がなされていない場合に，知識の移転は困難となる。 

知識移転は知識の供給側と受入側の両方に関わっているので，供給側の視点のみならず，

受入側の立場も意識することで，初めて知識移転という事象が理解されうる。そのため，

受入側の受容能力についても議論しておく必要がある。ところが，国際経営論，国際人的

資源論の先行研究では，知識の供給側としての本国出向者に主な関心が当てられ，受入側

としての海外子会社の現地人の受容能力についての議論は少ない。2-2 では知識移転に関す

る国際経営論，国際人的資源論の先行研究をレビューし，本社の知識移転，および本社の

知識移転における本国出向者の役割を述べる。知識移転における本国出向者の視点のみな

らず，2-3 では知識移転における受入側としての海外子会社の現地人管理者の認識に着目す

る視点を提示する。 

 

2-2. 海外子会社の人事管理における技術的合理性 

2-2-1. 海外子会社への知識移転 

知識移転に関する国際経営論の視点に基づいた Kogut & Zander (1993)によれば，多国籍

企業は企業活動にとって必要不可欠な知識を創造し，海外へ移転する効率的なメカニズム

として機能する社会的コミュニティである。社会的コミュニティとしての多国籍企業は，

知識の移転において市場に対して優位性を持つと指摘され（Kogut & Zander, 1993），知識

移転は多国籍企業の競争優位性を生み出す重要な源泉の一つである (e.g., Bartlett & 

Ghoshal, 1997; Kostova, 1999; Gong, 2003; Barney, 1991)。企業固有の知識は他社が容易

に模倣することのできないものであり，それらの知識を海外子会社へ移転することで，海

外子会社は現地における競争優位を構築することが可能となる（Gong, 2003; Fang et al., 

2010）。 

多国籍企業における知識移転は，海外子会社の知識ベースの開発にもつながる。本社の

組織的知識の移転を通じて，海外子会社は既成知識の獲得，蓄積，利用できる。海外子会

社が本社の組織的知識を積極的に吸収し，組織内部において消化・蓄積・共有を行い，効
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率的に利用する組織行為は，国境を越えた組織学習10に関連すると指摘される(Child & 

Markoczy, 1993; Gupta & Govindarajan, 2000)。 

本社からの知識移転において，本社知識に含まれる既存の認知枠組みが疑われずに単に

採用し，教えられた知識をそのまま実行するという学習パターンがある一方で，海外子会

社の現地人管理者は本社の組織的知識の移転を通じて，海外子会社の既存の認知枠組みを

乗り越えて，新たな認知枠組みを打ち立てるという学習パターンもある  (Child & 

Markoczy, 1993；Hong et al., 2006)。Kostova(1999)によれば，多国籍企業本社の組織的

知識11を海外子会社に移転する際に，本社の組織的知識をフォーマルに使用するだけでなく，

本社の組織的知識の意味や価値を子会社の現地人従業員に理解させ，内面化させることも

欠かせない。現地人従業員が本社の組織的知識の価値を認め，本社の組織的知識を受け入

れ，それを組織アイデンティティーの一部と見なしてはじめて，知識移転には意味がある

（Kostova, 1999）。 

なお，本社からの知識移転の合理性について，Nohria & Ghoshal (1994)は国境を越えた知

識を移転する際には，コストが発生しうることを示した。海外子会社の各構成要素のコストとその効

果との間に存在するトレードオフを最適化させる必要があると主張される。つまり，知識移転や統合

をする為には，動機づけや調整の問題があり，それに伴うコストが増加するため，多国籍企業は統

合による効果とコストを最適化させる問題に直面している(Szulanski, 1996; Buckley & Carter, 

2004)。多国籍企業内的ネットワークであったとしても，国境を越えて資源を移転する際には少なか

らずコストが発生しうる（Zander & Kogut, 1995）。 

このように，本社からの知識移転の合理性そのものがコンティンジェントなのであることは推察で

                                                   
10組織学習論では，学習に二種類があることは広く認められている。アージリス＆ション(1978)では学習は

基本的な価値観の修正を伴うどうかをもとに，シングル・ループ学習とダブル・ループ学習が区別され，

後者を行うことの困難性が指摘された。 

11Kostova (1999)では組織的知識には技術的な知識と社会的な知識があると指摘されている。人事管理に関

連する知識移転において，本社の賃金制度，人材育成制度などのような明示的な知識移転もあれば，本国

文化または本社の組織文化の影響を受ける組織規範や価値のような暗黙的な知識もある。 



22 

 

きる12。本社からの知識移転の合理性（本国出向者を通じた知識移転と海外子会社のパフォーマ

ンスとの関係）に関する先行研究では，制度的環境の相違（Gaur et al., 2005），文化的差異

（Gong, 2003; Colakoglu ＆  Caligiuri, 2008），海外子会社の操業年数 (Gong, 2003; 

Colakoglu ＆ Caligiuri, 2008)，海外子会社の所有形態（Konopaske et al., 2002）といったコ

ンティンジェンシー要因の調整効果に注目される。 

Gaur et al. (2005)は，制度環境の違いの大きい国において，本国出向者の比率が高けれ

ば高いほど，当該子会社のパフォーマンス（労働生産性）に負の影響を与える一方で，同

じ制度環境の国においては本国出向者をトップマネージャーに配属した場合，子会社のパ

フォーマンスを向上させると述べている。Gong(2003)は，日本の多国籍企業13を対象に，

日本と進出先国の文化的な差異が大きい場合，本国出向者が子会社のパフォーマンスに正

の影響を及ぼすが，子会社の操業年数が長い場合には，現地人が日本から出向者からノウ

ハウやスキルを習得し，その正の効果を減ずると主張する。 

Colakoglu & Caligiuri (2008)はアメリカに進出している 18 カ国の多国籍企業の海外子

会社14を対象に分析し，多国籍企業は文化的差異の大きい進出先国においては，本国出向者

を使用する傾向があるが，それは海外子会社のパフォーマンスを低下させると主張する。

なぜなら本国出向者にとって海外子会社を管理する際の意思決定は，限定された合理性の

問題があるからである。また，Colakoglu & Caligiuri (2008)によれば，Gong(2003)と不一

致している理由は，優れた日本的経営ノウハウや生産プロセスを，日本からの出向者が効

果的に移転したからである。もう一つの理由は対象としたサンプルである。多国籍企業の

米国子会社のみの分析では，特殊なコントロール，マネジメント，知識移転やパフォーマ

ンスといった地域特有の問題がある為，米国以外の海外子会社を対象に研究することが不

可欠だと述べる。 

                                                   
12コンティンジェンシー理論の業績には組織と環境と組織成果との共時的な相関関係を明らかにして，その

知見に基づいて高業績の組織意識を強くもつものが多い（沼上, 2000）。また，コンティンジェンシー理論

では, 外部環境を経済的・社会的要因からなる一般環境と，競合企業，顧客などからなるタスク環境に分

けれ，外部環境を「複雑性-単純性」,「不安定性-安定性」といった抽象的な次元で捉えていた。 

13製造業およびサービス業を対象としている。 

14製造業およびサービス業を対象としている。 
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日本の多国籍企業を対象とする Fang et al.（2010）では，本国出向者を通じた技術的知

識の移転は，子会社の設立初期には，子会社のパフォーマンス向上に強い正の影響を与え

るが，操業年数がながくなると，正の影響が減っていくとする。海外子会社の操業年数が

長くなると，海外子会社の知識の吸収能力が高められ，本国出向者の役割が小さくなるか

らである。 

また，海外子会社の所有形態は本社からの知識移転の合理性に影響を与えると考えられる。独

資子会社において多国籍企業は海外子会社に対するコントロールを最大化させる傾向があ

る(Konopaske et al. 2002)。それに対して，国際合弁子会社においては多国籍企業が子会社

に対するコントロールが少ないが，現地のパートナーと提携し効果的に会社を運営でき，

かつ迅速に現地市場にアクセスすることができる(Schuler et al., 2004)。企業の特殊知識と

暗黙知識は企業の所有形態に与える影響を研究した Kim & Hwang (1992)では，企業の暗

黙的な知識が独資の所有形態と相関している。高いレベルのコントロールをとる企業は，

本社から海外子会社へ知識を移転する能力を向上させることができる(Keller & Chinta, 

1990; Gupta & Govindarajan, 1991)。それに対して，本社と現地企業の国際合弁子会社に

おいては，パートナーと戦略的経営の見方が違うだけでなく，組織文化，経営価値観等も

異なることに留意すべきである。独資子会社と国際合弁子会社とでは様々な面において異

なる(Yiu & Makino, 2002)。 

先行研究の知見に基づけば，多国籍企業の国籍，進出先国の制度的環境，海外子会社の

操業年数や所有形態といったコンティンジェンシー要因は，本社からの知識移転の合理性

を規定すると考えられる。本社の知識移転の合理性はコンティンジェンシー要因の影響を

考慮しなければならないということが示唆される。 

 

2-2-2. 知識移転における本国出向者の役割 

本社の組織的知識の海外移転を成功させるには，本国出向者の役割が重視されている

（Gamble, 2003; Riusala & Suutari; 2004）。明示的な知識であれば，本社側はトレーニン

グマニュアルを通じて標準作業の普及を図ることができるが，暗黙的な知識を移転するに

は，本国出向者を通じて行われるのが一般的である(Taylor et al., 1996; Gaur et al., 2005; 
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Tan & Mahoney, 2006)。多国籍企業の中国子会社の人事管理を実証的に分析した

Bjӧrkman et al. (2008)では，本国出向者の数が多ければ，中国子会社の人事管理は中国現

地企業との類似性が低くなるが，本社の人事管理との類似性が増えることが示されている。 

一般的には本国出向者は重要なマネジメントポジションにある(Bartlett and Ghoshal, 

1998, Harzing, 2001; Gamble, 2003)。海外子会社において，本国人のトップマネージャー

は本社の国際化戦略の推進など，組織コントロールの役割を担っている (Lenox & King, 

2004)。組織コントロール（調整メカニズム）は組織の目標達成を支援する仕組みである。

組織コントロールは官僚的コントロール，文化的コントロール，人的コントロールに区別

することができる。官僚的コントロールは「ルール」や「手続き」，あるいは「報告」とい

ったモニタリングメカニズムを利用し，行動をコントロールしようとするものである。組

織の公式化が進むと，有効に利用できる調整メカニズムである。文化的コントロールは経

営理念の共有化によって行われる。文化的コントロールは本社と子会社間のコミュニケー

ションネットワークとインフォーマル組織の開発によって促進される。人的コントロール

はトップによる意思決定とその実行の人的監視によるコントロールである(e.g., Ouchi, 

1980; Harzing, 1999)。 

文化的に遠い子会社を管理する際，情報の非対称性により，現地の情報を本社が入手で

きない可能性があり，エージェンシー・コスト15が増加する（Gregersen & Black, 1996; Roth 

& O`Donnell,1996）。エージェンシー問題を減少するには，１つの有効な方法として本社へ

のコミットメント，すなわち，子会社が本社との心理的な一体感を高めることがある。本

国からの出向者は子会社へ赴任する前に，既に本社の企業価値観に精通している。本社と

の共通の価値観と目標は，子会社を本社の戦略的意図に従って行動させる (Roth & 

O`Donnell,1996)。そのため，特に子会社の設立初期には，文化的に遠い子会社を管理する

ために，本国から出向者をマネージャーとして派遣される（稲村, 2007）。 

                                                   
15プリンシパルとエージェントとの関係を検証するエージェンシー理論では，エージェントがプリンシパルの代わりに

仕事を行うが，しかしプリンシパルとエージェントの間には，情報の非対称性があるため，エージェントが機会主義的

な行動を取る場合に，エージェントを企業の業績目標の達成に行動づけるためのコストをいかに削減するかが問題とな

る（Gregersen & Black, 1996）。 
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また，本国出向者は社会化16という組織メカニズムの形成を促進し，知識の受入側の吸収

能力を向上させる(Bonache & Brewster, 2001; Kostova & Roth, 2003; Fang et al., 2010)。

社会化は価値観や行動規範17に基づく行動を個人が身につけていく過程である。本社と子会

社との間の組織規範，アイデンティティーなどの共通性は，本国出向者を通じた非公式的

なメカニズムによって強化される。組織規範，アイデンティティーの形成は，組織内の個

人の価値観や行動規範の共有を促進し，個人の行動を方向づける。それによって，本社と

子会社との間における新しいアイディアに関するコミュニケーションがより効果的に行わ

れ，知識移転が促進される(Gupta & Govindarajan, 2000)。 

 イギリスの多国籍小売企業の中国子会社を対象とする Gamble（2003）の事例分析では，

本国出向者は本社の人材育成，採用，昇進制度を中国子会社に移転するだけでなく，制度

運用にも参加し管理している。本国出向者は自らの日常行動を通じて，会社に求められる

仕事のやり方を現地人従業員に示す。本国出向者は必要とされる文化的価値や期待につい

て，現地人従業員と継続的に議論し交渉することが可能である。こうした継続的な話し合

いを通じて，海外子会社における日常的な相互学習や組織共通のアイデンティティーの形

成が促進される。それによって，本国出向者と現地人従業員間の文化的差異による摩擦が

減少される。このように，本社の技術的スキルおよび人的ネットワークを持つ本国出向者

が知識移転に関与する場合，彼らは海外子会社の知識の吸収能力を改善し (Belderbos & 

Heijltjes, 2005)，海外子会社における日常的な相互学習を継続的に起こさせることができ

る。 

 2-2-1 の国際経営論の知見に基づけば，本社からの知識移転の合理性そのものがコンティンジ

ェントであることは推察される。しかし，海外子会社が直接的に接している顧客，取引先，競合

企業，政府機関といった子会社が埋め込まれている制度的環境は，具体的かつ個別的な存

在である。こうした利害関係者の目的や関心, あるいは子会社に対する要求や影響力の大き

                                                   
16高橋(1993)は，個人が自己の属する集団ないしは，社会の規範・価値・習慣的行動様式を学習し，内面化

していく過程と定義されるものが社会化であるとしている。 

17価値観とは，何が重要で大切であるのかに関して各人がもつ認識であり，行動規範とは，さまざまな状況

でいかに行動すべきなのかについて各人がもつ目に見えない規則のことを指す（加護野，1988）。 



26 

 

さはそれぞれに異なり，海外子会社の現地人管理者は個々に異なった対応を求められる。

海外子会社の現地人管理者は子会社の複雑な状況に応じて，その場の状況に合わせた行為

を選択する余地が残される。この場合，本社の組織的知識が必ずしもそのまま利用される

とは限らない。知識の受入側としての海外子会社の現地人管理者は異なる状況認識をされ

た場合，本国出向者の活動は想定外の障害に直面するだろう。 

 

2-3. 海外子会社の人事管理における社会的合理性 

2-3-1. 海外子会社における知識創造 

海外子会社において，標準化されない例外事項の発生など日々様々な変化や問題に対応

するためには，本国にある知識が単に移転されるプロセスだけでは十分ではない。海外子

会社の現地人管理者は自ら新しい知的探索活動を行い，本社の組織的知識を批判的かつダ

イナミックスに構築・再構築をして，子会社の状況に対応する学習にも関わっている 

(Feldman, 2000; Macharzina et al., 2001)。この場合には，現地人管理者は本社の組織的

知識や自らの経験を参考にしながら，最適な解決策を見つけ出していく。こうした海外子

会社の状況変化や問題に対応し，その場の状況に合わせた適切な行為を選択するために，

状況に埋め込まれた学習が必要である。本研究はこうした子会社の状況に埋め込まれた学

習を海外子会社における知識創造と呼ぶ。 

状況に埋め込まれた学習について，既存研究では以下のような知見がある。学習は社会

的実践18への参加過程そのものであると唱えるLave & Wenger（1991）によれば，社会的

実践への参加は，常に世界の意味に関して状況に埋め込まれた交渉，さらには再交渉に基

づく。そこから，行為者（学習者）は実践共同体の他者との権力構造の制約を受けつつ，

他者との協同やコンフリクトを通して共同体全体の「再生産」をする。 

                                                   
18社会的実践の理論は，意味が本質的に社会的に交渉されるものであることを強調し，活動に従事する人の

思考と行為に関心と注目を当てることである。この観点では，一方で，活動の客観的形態とシステムがあ

り，他方で，それらに対する行為者の主観的，あるいは間主観的理解があり，この両者が共同で世界と世

界が経験される形とを構成している。そして，その中にある人間の関係は生産され，再生産されるのであ

る（Lave & Wenger, 1991）。 
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この視点では，組織学習は社会的なプロセスであり19，特定の社会的文脈において，人々

の認識ギャップをどう埋めればいいか，というグループ間または個人間の主観世界の調整

過程，相互作用や関係性の変化を扱っている。また，この学習過程において，集合的社会

的実践のもつ矛盾をはらんだ特質のゆえに，これらの矛盾が表面に出てきたものの一部で

あるがゆえに，底流にあるコンフリクトに対して新しい解決策が構築される（Lave & 

Wenger, 1991）。 

状況に埋め込まれた学習の視点は海外子会社における知識創造に対して，以下のような

示唆を与えている。本社側（本国出向者）と現地人管理者では海外子会社の状況について

異なる認識を持つ可能性が高い。現地人管理者は自らの状況認識に応じて本社の一部の組

織的知識を否定的に解釈し，自らの状況認識に合わせた新たな知識を発見・創造すること

もありうる。この場合に，現地人管理者はなぜこのように人事管理を運用しなければなら

ないのか，自分の状況認識を根拠に，本社側（本国出向者）を説得することが必要となっ

てくる。現地人管理者と本社側（本国出向者）は相互作用のなかで関係の調整を学習する

のである。 

 

2-3-2. 海外子会社の制度的環境に対する解釈の多義性 

海外子会社の現地人管理者と本社側（本国出向者）で異なる状況認識をするという事象

を組織レベルで捉えた場合，組織が制度的環境における複数の矛盾する制度的圧力に直面

しているというように説明できる。制度の構成要素の間の矛盾を論じているのは，制度的

ロジック（institutional logic）20である。社会の中には異なるロジックを持つ制度化された

社会単位が存在しており，組織あるいは個人は複数の制度的ロジック領域にまたがって存

在している（Friedland & Alford,1991; Thornton & Ocassio,1999）。それぞれの制度的ロ

                                                   
19組織学習は組織メンバーのメンタル・モデルの変化という認知的な側面からの描写が多くされてきた。

人々の認識ギャップをどう埋めればいいか，という相互作用や関係性の変化を扱う集団的学習という視角

が軽視されていると指摘される（e.g. Lave & Wenger, 1991; Cook & Yanow, 1993）。 

20Friedland and Alford (1991)は西洋社会に依存する主要な制度領域として，資本主義，国家，宗教，家族

を挙げた。こういった制度ロジックは，それぞれが組織や個人に対して行動指針を与える固有のロジック

を有しており，それらのロジックはお互いに矛盾・対立する部分を持っている。 
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ジックは社会的における強固な存在感を保持しつつ，お互いに矛盾する部分を持っている。 

多国籍企業の海外子会社は，「所属する多国籍企業」と「ビジネスを行う現地国環境」

という二つのネットワークに埋め込んでおり，本国ビジネスシステムの特性による「本国

影響」21と現地国のビジネスシステムの特性による「現地国影響」22を同時に受ける ( Ferner 

& Quintanilla, 1998; Ferner & Varul, 2000; Pudelko & Harzing, 2007 )。海外子会社は本

社によって設定される様々な制度や基準を受け入れることが求められる。他方，海外子会

社は現地国のサプライヤー，顧客，規制機関，さらには自組織と類似したサービスや製品

を産出する他組織との相互関係を維持し,日常のオペレーションの成果に直接に影響を与え

る現地の制度的環境に迅速に対応することが求められる。このように，本社が海外子会社

をマネジメントするために，制度的枠組みを構築する一方で，海外子会社は現地の制度的

環境に直面し，適切に対応しなければならい。この二つの制度的環境は，海外子会社の「組

織フィールド」と見なすことができ，海外子会社はそれぞれから制度的圧力を受けている

と考えられる（Vora & Kostova, 2007）。 

海外子会社が存在する二つの制度的環境において，地理的，文化的な隔たりがあり，矛

盾や利害，習慣，価値観において対立がある（Kostova & Zaheer, 1999; Kostova et al., 2008)。

その多様で異なる制度的圧力，例えばものの見方や価値観，期待などには，お互いに矛盾

する部分が存在する。そのため，差異や矛盾を抱えた海外子会社の制度的環境に対して，

本社側（本国出向者）と現地人管理者は異なる認識をする余地がある。 

海外子会社の制度的環境には様々な利害が包含され，それぞれの状況の中で人々が，独

自の利益に基づいて効率性を追求することが許容される（矢寺ら, 2015）。海外子会社の個々

人に対して競合する定義と要求をされる場合，本社側と現地人管理者はそれぞれ蓄積した

異なる知識や資源を根拠に，独自の状況認識に応じて海外子会社の人事管理に関与するこ

とができる。このように，海外子会社の人事管理の形成と運用において，本社側と現地人

                                                   
21本国ビジネスシステムの特性は本社の組織的知識を規定する効果である。本国影響は本社の知識移転を通

じて海外子会社に影響を与える。 

22現地国独自のビジネスシステムおよび現地国の社会的環境に埋め込まれている価値観などによって，労働

組合，現地労働市場，産業規制，ライバル企業の行動などに関連する社会的，文化的特性，政治的，法律

的特性，経済制度上の特性が生み出される。 
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管理者は異なった基準に従う論理的な合理性が存在する。 

 海外子会社の人事管理の形成と運用における行為主体が異なった基準に従う論理的な合

理性は，各行為主体が主観的に創り上げられたものであり，一義的には決められない。そ

して，その確証は事後的に行われるか，あるいはそもそも確実な確証は不可能である。子

会社の現地人管理者は，不確実な主観的な認識を本社側（本国出向者）と共有しようとし

ても，共有できないところがあるだろう。 

海外子会社の人事管理における行為主体の「多様な合理性」が並立・競合・対立するた

め，現地人管理者と本社側（本国出向者）は「ある合理性の正統性」を確立し，何らかの

まとまりを持った認識や行為を展開しなければならない。Kostova et al. (2008)は多国籍企

業における「正統性」は，交換や交渉などの政治的なプロセスを通じて得られると指摘し，

より社会構築的な意味合いが強いとしている。「ある合理性の正統性」を確立するために，

本社側（本国出向者）と現地人管理者は異なった基準に従う論理的な合理性をめぐる権力

作用を生み出しうる。つまり，本社側と現地人管理者の独自の状況認識，利害に基づいた

効率性の追求が，状況に根ざした利害を際立たせ，潜在していた海外子会社の制度的環境

の構造的矛盾がコンフリクトとして経験される。「ある合理性の正統性」をめぐるコンフ

リクトは新たな規則を作ることで解消され，このプロセスの中で，社会的合理性が確立さ

れる。 

 

2-3-3.「ある合理性の正統性」の確立をめぐる権力作用 

組織内で不確定性や不一致がある場合に，自分の選好する成果を得るために権力その他

の資源を獲得，維持，展開する活動，つまり権力作用が行われる（Pfeffer, 1992）。本研究

における権力作用とは，海外子会社の現地人管理者は自らの目的を達成するために，権力

（パワー）を行使し，本社による圧力に戦略的に対応することを指す。 

制度的環境は制約条件であると同時に，社会的行為者が積極的に自分の目標を達成して

いく際に，それに基づいて自らの行為を組み立てる為のルールやパワーなどの資源を提供

する源泉でもある（沼上, 2000）。例えば，現地のスティックホルダーの要求という環境条

件が存在しているために，海外子会社の現地人管理者は本社側の管理者を説得することも
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できる。本社は本国の制度的環境の中で形成される組織的知識を持つが，海外子会社は現

地国の制度的環境の中で現地の知識や経験が形成される。双方はそれぞれリソースを持っ

ているため，人事管理に関する意思決定は本社側が一方的に押し付けるとは考えにくい。

現地人管理者は自らの目的を追求するために動員しようとする多様な利害を持った本社と

の権力関係のなかで，権力行使が可能である。現地人管理者は本社からの要求と自らの進

化への意思を調整して戦略的に行動できる。 

米国多国籍企業のイギリス子会社に関する Edwards et al. (2007)の事例研究では，現地

人管理者は子会社経営に必要とする重要な経営資源をパワーリソースとして利用し，本社

の影響に抵抗し，子会社人事制度を決める傾向があると指摘される。彼らは子会社人事制

度がいかに採用され，適合させるかを説明するには，多国籍企業の多元的な権力構造に焦

点を当てる必要があると主張している。 

 本社側と海外子会社の現地人管理者のパワーバランスは，どういう結果が生まれるかに

ついて，Oliver (1991)は組織が制度的環境への戦略的対応（strategic responses）を示した。

それは海外子会社の現地人管理者が本社による影響に戦略的に対応する可能性を示唆して

おり，戦略的対応とは，組織に影響を与える制度的なプロセスに対して，組織が直接的に

採用する戦略的な行動をさす。Oliver (1991) は制度の影響下にある組織の主体的な対応に

ついて，黙従（acquiescence），妥協（compromise），回避（avoidance），拒否（defiance），

操作（manipulation）の 5 種類を指摘した。 

黙従とは制度的圧力を受容する対応である。黙従には，習慣，模倣，遵守の３つが含ま

れる。習慣とは，認められた規則や価値観を社会的事実として当然視されることを指す。

模倣とは，組織環境の不確実性が高い場合，既存の制度的規則を意識的または無意識的の

うちに模倣することである。遵守とは，社会的支援から資源，予測可能性に至るまでの自

己利益を期待して制度的規則に価値を認め，意識的に受け入れることである。 

妥協とは制度的期待と組織の効率性などの組織目的との間に，その矛盾を調整する場合

に取られる対応であり，黙従より積極的自己利益を促進する行動である。妥協には均衡維

持，譲歩，交渉の3つが含まれる。組織を安定させる役割を果たす均衡維持は，対立する複

数の制度的要求，利害関係者が存在する場合に，許容可能な妥協点を得て，競合する期待
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を均衡に保つよう調整する行動である。譲歩は，外部からの圧力に部分的に準拠し，その

最低基準に適合する行動である。交渉は，外部者からの要求や期待の中でいくかの譲歩を正

確に決定する同時に，組織に対して期待や要求を持つ外部者に対して，譲歩，緩和を求める

行動である。 

回避は制度的圧力に適合する必要性を排除する対応である。回避は，組織が不適合を隠

蔽したり，制度的圧力を緩衝したり，制度的規則や期待から逃避することで達成できる。

隠蔽は，制度的圧力に対し合理的な策を講じ，黙従に見せかけて制度的圧力に従わないこ

とである。緩衝は，組織の活動を外部の接触から切り離し，外部からの調査や評価の範囲

を減少させることによって，自らの目的を達成しようとする試みである。逃避は，制度的

圧力に準拠する必要性から逃れるため，組織の目標，活動を変更することである。 

拒否は制度的規則を無視し，あるいは挑戦する活発な反抗を示す対応である。拒否には，

無視，挑戦，攻撃の3つが含まれる。無視とは，組織目標が制度的規則と大きく乖離したり

競合したりした場合に，制度的規則やその価値を無視することである。挑戦とは，独自の

信念や行為の合理性や正当性を示すことができる場合，制度的規則や期待から積極的に離

脱しようとする試みである。攻撃は，制度的価値と期待に対して，否定的で不信任な場合，

制度的規則の支持者やその価値を軽視したり，強く訴えたりする試みである。 

操作は最も活発な抵抗であり，制度的規則の内容やその原因に能動的に変更を加える，

あるいは支配力を行使しようとする対応である。操作には，吸収，影響，支配の3つが含ま

れる。吸収は，制度的圧力の源泉，例えば制度的圧力を構成する関係者を組織に吸収する

ことである。影響は，制度化された価値，信念や制度的規則に依存した定義や許容可能な

基準を変更する対応である。支配は，組織に圧力をかけている外部関係者に対する権力と

支配力を確立する試みである。 

2-3-2 で示したように，海外子会社の制度的環境には，本国出向者と現地人管理者による

多様な解釈が含まれているため，許容可能な解釈と実際の定義の基準は，常に双方の交渉

が不可欠である。海外子会社において，現地人管理者は本社の組織的知識の価値を認め，

あるいは本社の組織的知識を受け入れることによる社会的是認などの正当性が高く，子会

社内の安定性が高められると認識する場合，彼らは本社の組織的知識を意識的に受け入れ
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るだろう。それに対して，海外子会社の現地人管理者は本社の組織的知識に順応すること

が適切でなくなったと認識した場合，あるいは海外子会社の利害関心が本社側の価値観と

かけ離れ，さらには海外子会社が独自の信念や行為の合理性や正当性を示すことができる

と現地人管理者が思った場合に，現地人管理者は本社による制度的圧力に対して，Oliver 

(1991)が類型化したような戦略的対応を行い，本国出向者とのコンフリクトを引き起こして

しまう可能性がある（Kopp, 1994; Gong, 2003）。 

2-2の多国籍企業の知識移転に関連する国際経営論において，本社からの知識移転の合理

性に関する議論は，海外子会社の現地人管理者の意図とは関係無い技術的合理性を解明するも

のである。しかし，実際に現地の利害関係者は個別に存在し，現地の利害関係者の目的や関

心, あるいは組織に対する要求や影響力の大きさはそれぞれに異なり，海外子会社の現地人

管理者は個々に異なった対応を求められる。 

 2-3 の議論に従えば，海外子会社の現地人管理者と本社側（本国出向者）は，子会社の複

雑な状況に対して異なる状況認識がなされ，「合理的な人事管理」について，現地人管理

者と本社側の認識がそれぞれ異なりうる。そこで，双方が「合理的な人事管理」について

の認識をめぐる権力作用の中で，ある合理性の基準が社会的に確立される。このように，

本社からの知識移転の合理性自体は，本社側と現地人管理者がある社会属性で共有された間主

観性となるはずである。本研究の結果は，社会的に合理的な人事管理は，本社側と現地人管理者

がそれぞれ思っている「合理的な人事管理」の折衷案として形成されるということを主張する。そうし

た折衷案は常に客観的合理であるとは限らないため，組織のパフォーマンスを引き出すとは限らな

い。本社側と現地人管理者間の合意は双方の信念によって規定されるため，合意の形態と組織

のパフォーマンスの関係は決まらないと考えられる。 

 

2-4. 海外子会社における人事管理の形成と運用 

 本節では，これまでの理論的検討をまとめた上で，本研究の課題を示す。 

多国籍企業の知識移転に関する国際経営論の観点に立つと，海外子会社のハイブリッド

な人事管理は，コンティンジェンシー要因によって促進される。ところが，2-3 で検討して

きたように，社会的合理性という観点に立つと，海外子会社のハイブリッドな人事管理は，
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一時的な秩序をもたらす相対的な権力関係として理解できる。本研究は本社側と海外子会

社の現地人管理者の状況認識，および双方が「合理的な人事管理」をめぐる権力作用に着

目して，海外子会社のハイブリッドな人事管理の形成と運用のもう一つの側面を示した。 

現地人管理者と本社側間の権力作用の視点に基づけば，海外子会社の現地人管理者と本

社側は海外子会社の複雑な環境に対する認識が異なる場合，海外子会社の人事管理の形成

と運用において，現地人管理者と本社側間には「競合的な合理性」が存在しうる。本社も

海外子会社もそれぞれリソースを持っているため，海外子会社の現地人管理者は主体性を

発揮して本社の知識移転に戦略的に対応することができる。ところが，現地人管理者と本

社側との権力作用のなかで，海外子会社の人事管理における「ある合理性の正統性」がい

かに社会的に確立されるか，という現段階の検討は一般論しか示されていない。本社側と

現地人管理者間の対立やそれを共存させるプロセス（社会的合理性の形成）が具体的にど

う表れるのかについては，実証分析を通じてより精緻に明確化されなければならない。 

理論的検討を踏まえて以下では，実証分析を進めていく際の研究課題，次節以下の(Ⅰ)

〜(Ⅲ)について，個別に検討したい。 

 

2-4-1. 海外子会社の人事管理における技術的合理性のあり方 

 (Ⅰ) いかなる人事管理が海外子会社のパフォーマンス向上に貢献するか（技術的合理

性）? 

多国籍企業の知識移転に関する国際経営論の知見を踏まえると，本社の知識移転（本国

中心の人材配置）の技術的合理性は，コンティンジェンシー要因の影響を受けることが考えられる。

本研究は海外子会社の操業年数と所有形態という 2 つのコンティンジェンシー要因を取り

入れて，いかなる人事管理が海外子会社のパフォーマンス向上に貢献するかについて，実

証分析を行う。 

 

2-4-2. 技術的合理性と社会的合理性の比較  

 (Ⅱ) 海外子会社のパフォーマンスの向上に貢献する人事管理（技術的合理性）は，本社

側と現地人管理者との権力作用のなかで形成される現実の人事管理（社会的合理性）と一
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致するか？ 

社会的合理性の視点に立つと，「合理的な人事管理」について現地人管理者と本国出向者

は異なる認識がなされうる。そのため，実際の海外子会社の人事管理は，現地人管理者と

本国出向者が「合理的な人事管理」をめぐる権力作用のなかで確立される。しかし，社会

的に合理的なものが実際の成果を生むとは限らない。つまり，海外子会社の人事管理の形

成と運用において，コンティンジェンシー要因と緊密に対応して成果を発揮する人事管理

（技術的合理性）と，本社側と現地人管理者との権力作用のなかで形成される人事管理(社

会的合理性)とずれる可能性がある。  

 実際の海外子会社の人事管理は，現地人管理者と本社側がそれぞれ認識した「合理的な

人事管理」をめぐる権力作用の中で構成されるものだと考えられるが，その構成物が海外

子会社のパフォーマンスの向上（技術的合理性）につながる人事管理と一致するかどうか，

精査される必要がある。 

 

2-4-3. 海外子会社の人事管理における社会的合理性の形成過程 

 (Ⅲ) 本国の発想（本社の知識移転）と現地の発想（海外子会社における知識創造）があ

る部分で調和し，ある部分で対立するなかで，海外子会社の人事管理がどう形成されるか

（社会的合理性）?  

技術的合理性と社会的合理性が一致しない可能性は，社会的合理性の形成過程の複雑さ，

特定の技術的合理性に関するロジックでは説明できない事象を想起させる。したがって，

海外子会社の人事管理は実際にいかに形成と運用されるかについて，プロセスを分析する

必要がある。 
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第 3 章 研究対象と方法 

 

本章では本研究の課題を明らかにするための研究方法を検討する。まず，社会科学研究

において使用される質問票調査と聞き取り調査の特徴について述べる。質問票調査と聞き

取り調査それぞれの特徴に応じて，本研究の課題を個別に取り組むことにする。 

質問票調査では，多国籍企業の知識移転に関する従来の国際経営論の検討を踏まえて，

仮説を構築し，課題（Ⅰ）を検証する。その上で，課題（Ⅰ）で明らかにした技術的合理

な人事管理が実践されているかどうかを，課題(Ⅱ)として検証する。質問票調査では中国日

系企業を分析対象として取り上げられる。 

また，海外子会社の人事管理が実際にどう形成されるか（Ⅲ），人事管理における社会的

合理性の形成プロセスを明らかにするために，聞き取り調査が行われる。聞き取り調査で

は米国多国籍企業の中国子会社A社の事例が取りあげられる。 

 

3-1. 研究方法 

社会的調査において質問票調査に顕著に見られる特徴は，多数の調査対象に関する多様

な情報を効率よく収集することができるという点である。質問票調査の適用範囲はかなり

広いが，その半面，質問票調査という調査法には，固有の制約もある。制約の多くは，質

問票調査が限定された情報のみに依存せざるを得ない，ということから来ている（佐藤, 

2015）。この特徴から，質問票調査は従来の理論的知識から演繹的に作業仮説を立てて，実

際に測定可能なデータと付き合わせて検証を行う場合に用いられる。 

質問票調査と対照的な関係にある聞き取り調査では，調査できる対象の数はかなり限ら

れる半面，社会的状況やその中における人々の行動を直接的に把握し，研究対象の豊富な

コンテクストにアクセスすることができるため，より詳細な情報を提供し，分析を深めら

れる場合が多い。実際，現地で生活する人々から聞き取りをしたりすることは，社会的現

実を構成している意味の世界を解きほぐしていく上で不可欠の作業となる（佐藤, 2015）。

このアプローチは，思いがけない発見やアイデアに結びつく場合が多く，その場でのリサ

ーチ・デザインの修正を行うこともできる。聞き取り調査は少数の事例に焦点を当てて，
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より詳細にデータや情報を収集し，ある問題に対する理解を深め，新たな仮説を生み出し

ていく研究方法である。 

次節からは，質問票調査と聞き取り調査それぞれの特徴に応じて，２つの調査のそれぞ

れが本研究の３つの課題にどう取り組んでいるのかを示す。 

 

3-2. 質問票調査 

3-2-1. リサーチ・デザイン 

(Ⅰ)いかなる人事管理が海外子会社のパフォーマンスの向上に貢献するか（技術的合理性）

について，本研究はより一般的な答えを得る為の手がかりを探っていくために，多数の調

査対象に多様な情報を効率よく収集する質問票調査を行う（Ragin, 1990)。質問票調査では，

第２章の本社の知識移転に関する理論的検討を踏まえ，仮説を構築して検証を行う。 

本国出向者を通じた知識移転は子会社における組織学習を促進する。本社からの知識移

転において，海外子会社の現地人管理者は本社の組織的知識を直接に受け入れることから

学習するのみならず，子会社の既存の認知枠組みを乗り越えて，新たな認知枠組みを打ち

立てるという学習もできる。後者を行おうとしても，困難性が高いため，本国出向者を通

じた知識移転は，知識移転における阻害を軽減する効果がある（2-2-2）。 

2-2-1の議論では，本社の知識移転（本国中心の人材配置）の技術的合理性は，コンティン

ジェンシー要因の影響を受けることが考えられる。そのため，質問票調査では，海外子会社の操

業年数と所有形態という2つのコンティンジェンシー要因を取り入れて，いかなる人事管理

が海外子会社のパフォーマンスの向上に貢献するかを分析する。 

また，質問票調査では海外子会社のパフォーマンスの指標として，海外子会社の労働生

産性が使用される。多国籍企業が中国で子会社を設立する目的は，収益だけでなく，人件

費削減，組織内における取引コスト削減など多様である。海外子会社の労働生産性は，本

社の先進的な技術や経営ノウハウなどの組織的知識が，海外子会社で効率的かつ効果的に

利用されているかどうかを意味する。 

本国出向者を通じた知識移転の技術的合理性を検証したうえ，技術合理的な人事管理が

見出されたとしたら，それが実践されているか，課題(Ⅱ)を次に検証する。技術的合理な人
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事管理が実践されていないのであれば，コンティンジェンシー要因と緊密に対応して成果

を発揮する人事管理（技術的合理性）は，本社側と現地人管理者との権力作用のなかで形

成される人事管理(社会的合理性)と一致しないことになる。実際の海外子会社の人事管理

は，現地人管理者と本社側がそれぞれ認識している「合理的な人事管理」をめぐる権力作

用の中で形成されることになる。 

質問票調査では在中日系企業を分析対象として取り上げられる。日本の多国籍企業は他国

の多国籍企業と比べ，本国出向者を通じた知識移転や組織マネジメントの傾向が強いとされてき

た（Kopp, 1994; Delious & Björkman, 2000；Fang, et al., 2010）。日本の多国籍企業は本国

出向者をコア人材とし，本社の組織的知識が人的資源特殊性として内在しているため，本

社の組織的知識を海外子会社に移転する必要があるときに，本国出向者を多く派遣する必

要が出てくると指摘される（Keeley, 2001）。日本企業において優れた日本的経営ノウハウ

や生産プロセスは，日本からの出向者によって効果的に移転される(Colakoglu & Caligiuri, 

2008)。欧米の多国籍企業において，本国の管理者の短期的派遣による知識移転のケースが

多く見られる。聞き取り調査で取り上げられた米国多国籍企業E社の知識移転は，本社の管

理者が定期的な海外出張によって行われる。そのため，他国（欧米）の多国籍企業に対す

る質問票調査では，本国出向者を通じた知識移転と海外子会社のパフォーマンスとの関係

を正確に把握できない恐れがある。 

 

3-2-2. データ収集 

質問票調査では日本企業の中国製造子会社を分析対象とし，職場レベルの人材配置とト

ップマネージャーレベルの人材配置を分けて検証する。東洋経済新報社の『海外進出企業

総覧・国別編』における中国に進出している日系企業の 2007-2011 年度のデータを用いる(掲

載されているデータは 2005-2009 年度のデータにあたる)。このデータベースから抽出した

データは，海外子会社の設立時期，年間売上高(各年の平均為替レートからドル換算)，資本

金，事業内容，所在地，総従業員数，日本から派遣されている本国出向者数，トップマネ

ージャーの名前，本社（日本側親会社）出資比率，収益性評価である。 

また，海外子会社の設立年数について，Woodcock et al.(1994)は北米に進出している日本
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の製造業企業に対する調査では，設立されてから 2 年未満の企業は経営が不安定なものが

一般的であり，この時期のパフォーマンスは，2 年以降のパフォーマンスとの差異が大きい

と指摘される。そのため，本研究では設立してから 2 年未満の企業を除外する23。 

結果として 905 社のデータを収集することができた。 

 

3-3. 聞き取り調査 

3-3-1. リサーチ・デザイン 

本国の発想と現地の発想がある部分で調和し，別の部分では対立する中で，海外子会社

の人事管理がどう形成されるか（Ⅲ），人事管理における社会的合理性が成立するメカニズ

ムについて，聞き取り調査を通じて解明する。聞き取り調査による事例研究は，新たなメ

カニズムの提示には有効な研究方法である（Yin, 1994）。主体性をもつ調査対象者は，環

境の状態を制約条件とすると同時に，そこから資源を得て自らの目標を追求している（沼

上, 2000）。そのため，調査対象者としての行為主体が環境の状態とどのように相互作用し

ているのかに注目する調査が必要だと考えている 

聞き取り調査を行うことが多い経営学の領域では，調査対象者の考え方を単純に「了解」

できるものではない，という点を留意することが必要である。了解作業は，論理的に「了

解」できるような形で調査対象者の思考経路を言語化して把握する作業である。しかし，

ある現象の背後にある意思決定に関して，その現象の説明を行うのに十分な程度に「了解」

するには，ある程度の前理解と解釈作業が必要である（沼上, 2000）。例えば，調査対象者

の回答を想定して問いかけ，調査対象者の意思を確認する必要がある。想定した回答は調

査対象者の承認が得られれば，分析が成立する可能性が相対的に高くなる。 

 本研究の聞き取り調査の対象として米国の中国子会社A社（通信設備製造企業）を取りあ

げられる理由は，以下の2点がある。第1に，事例企業の規模である。60社を超える海外子

会社を持つE社の中国子会社A社は，政府，金融機関，データセンターなどの顧客のニーズ

に応じた提案，販売，エンジニアリング・サービスを提供している。現地従業員の雇用人

                                                   
23 この処理を行うに当たっては，星野靖雄＆陸定（2006）「中国における日系製造業子会社の収益」を参

照した。 
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数は4500人を超えるA社は，中国国内の営業拠点を29箇所，工場を2箇所，開発研究所を2

箇所持ち，製造から開発，流通，販売に至る一連の機能を保有している。通信関連のハイ

テク企業であるA社は，本社の対中国戦略において重要な役割を担っている。現地の制度的

環境に深く埋め込まれているA社は，日常的な事業運営を主導することで，より高いレベル

の自律性を持つ。それは本社との交渉パワーの源泉になると考えられる。 

第 2 に，A 社は国際買収の独資子会社であり，買収後，本社の人事制度を含めた組織マ

ネジメント制度の改訂が行われた。以前，ある中国大手企業の一つの事業部であった A 社

は，2000 年に米国の多国籍企業 E 社に買収された。E 社が A 社を買収する主な動機は，中

国市場への参入やマーケティング・ネットワークなどの経営資源を獲得するためだと言わ

れる。国際買収の子会社において，買収側が自社の組織的知識を買収される側に押し付け，

買収される側の従業員がそれを問題視すると，知識統合のプロセスはうまく進まず，知識

移転が阻害される可能性は新規の子会社より高い（Verbeke，2010）。両者は強力な資源と

知識をそれぞれ保有しているため，A 社の人事管理の形成と運用における権力作用がより生

じやすいと考えられる。 

A 社の事業本部はマーケティング部，研究・開発部，流通部，管理部（財務，人的資源な

ど間接部門）から多様な人材によって構成される。そのうち，マーケティング部は地方の

営業拠点の従業員と一緒に営業活動を行い，本社の対中戦略を実現する最も重要な部門で

ある。また，同じマーケティング部の中でも，マーケティング調査を担当する部門，営業

活動を行う部門，保守サービスに対応するサービス管理部門，運営管理（進捗管理）部門，

および人事グループなど，様々な仕事に従事する従業員がいる。 

マーケティング部において，現地市場の特性や状況を把握し，それに適切に対応するこ

とが求められるため，マーケティング部の従業員や管理者は，事業展開を促進する組織マ

ネジメントに関与しようとする動機がより強いと考えられる。聞き取り調査は A 社のマー

ケティング部の従業員や管理者に焦点を絞り，現地人従業員がいかに管理されながら働い

ているか，そして従業員をマネジメントする A 社の制度に対して，現地人管理者がいかに

認識しているかを見ていく。 
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3-3-2. データ収集と処理 

A 社の聞き取り調査は半構造化インタビューである。半構造化インタビューは事前に大ま

かな質問事項を決めておき，回答者の答えによってさらに詳細にたずねて行くため，聞き

取り調査のある程度の柔軟性が残され，質問事項以外の情報を集めることに役立つ。聞き

取り調査では，分析の内的妥当性を高めるために，インタビューでは上級管理者，中間管

理者，従業員の 3 つの層別からデータを収集した。それによって，制度の形成と運用に関

して，各階層の立場から検討することができる。 

聞き取り調査に際して，A 社の副総経理に研究趣旨，質問リストおよびインタビュー対象

となる望ましい従業員構成（一般管理者，上級管理，人事マネージャー，一般従業員）を

電子メールにて事前に送付した。聞き取り調査開始前の一週間前後に，選定してもらった

従業員に質問項目リストを配ってもらい，実際調査の際に，質問項目リストをもとにイン

タビューが行われた。質問項目リストは主に以下のようになっている。(1) 人事制度改訂の

内容およびプロセス，(2) 改訂前の人事制度との比較，(3) 改定後の人事制度の運用状況，

(4) 本社の人事制度の導入に関する意見，(5) 本社の人事制度の導入への対応，などである。 

 正式な聞き取り調査において合計 10 名の対象者への聞き取りが行われた（表 3-1）。イン

タビューでは，事前に用意した質問リストを参考にしながら，本社による A 社マネジメン

トコントロール，本社の人事制度および関連する制度の移転プロセス，インタビュー対象

者の解釈を左右する彼らの過去の仕事経験なども尋ねた。聞き取り調査では，インタビュ

ー対象者の思考の流れに応じて柔軟に対応していた。 

聞き取りの場所に関して，インタビュー対象者の職場にある会議室を使用した。管理者

の場合，彼らの個室でインタビューが行われた。また，インタビュー対象者との信頼関係

を築き，インタビューを円滑に行うために，インタビュー開始する前に，インタビュー対

象の4人とマーケティング部門のほかのメンバー3人と社外のレストランで食事をしながら

交流が行われた。定性分析のデータはインタビュー対象者の行動や態度についての主観的

な意味づけであるため，インタビューでは信頼関係を構築することで，相手の本音を聞き

出すことができる。 

原則として聞き取り内容は事前許諾を経たうえで IC レコーダーに収録した。収録を調査
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対象者に拒否されたこともあったが，この際にはメモをとることにした。収録した聞き取

り内容はできる限りすべて文字化した。また，研究の信頼性を高めるために，聞き取り調

査のほかに，社内資料など複数の情報源，例えば本社のマネジメントシステム，事業発展

の歴史，経営理念などに関連する資料を使用した。A 社の事業構成に関する企業活動の概況，

組織構造的特性や組織沿革を理解するために， A 社のホームページを参考にした。  

聞き取り調査の内容は，概念・出来事トピックごとに集約され，検討が行われた。デー

タのコーディングについては，Regner & Edman(2013)を参照した。まず，調査対象者が本

社制度の運用に関連する制度的環境の種類を特定するための記述をした。 

次に，各制度的環境のそれぞれに対応する調査対象者の戦略的対応とそれを可能にする

要因とその根底にあるメカニズムを特定した。具体的には，(1) 本社制度の導入と運用に対

する調査対象者の対応は何か（戦略的対応のタイプ），(2) どのような時にその対応が要請

されるか（実現要因），(3) なぜ彼らはその対応をとることができたか（より具体的なメカ

ニズム），である。この３つの主要な課題に基づいて，記述からのデータをカテゴリに分

類した。この分類によって，3 つの重要な次元，すなわち「本社制度への戦略的対応」，「こ

れらの戦略的対応の実現要因」，および「戦略的対応の根底にある特定のメカニズムの概

念化」を導いた。 

最後に，特定の対応，実現要因およびメカニズムがどのように相互に関連しているかを

特定した。 

 

3-4. 小括 

海外子会社の人事管理における技術的合理性と社会的合理性を検討するために，本章で

は，質問票調査と聞き取り調査という２つの分析方法を使用する理由，およびその際の留

意点について検討してきた。 

 本研究は，知識移転に関する国際経営論の検討を踏まえ，海外子会社の人事管理におけ

る技術的合理性を検証するために，質問票調査を行うことにする。技術的合理な人事管理

は実践されているかどうか，言い換えれば，それが社会的合理な人事管理と一致するかど

うかについて，追加的に分析する。聞き取り調査では，調査対象者としての行為主体が環
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境の状態とどのように相互作用しているのかに注目し，海外子会社の人事管理における社

会的合理性の形成メカニズムについて検討する。 

 

表3-1 インタビューリスト 

所属 役職 略称 インタビュー日時 時間 

人事部人事評価担当 

人事部社員格付け担当 

マーケティング部 

マーケティング部人事管理担当 

マーケティング部運営管理担当 

マーケティング部企画管理担当 

マーケティング部VIP顧客管理担当 

マーケティング部サービス管理担当 

マーケティング部営業アシスタント 

マーケティング部営業アシスタント 

スタッフ 

スタッフ 

部長兼副総経理 

課長 

課長 

係長 

係長 

係長 

スタッフ 

スタッフ 

 H 

X 

 L 

 G 

 C 

 Z 

 W 

 M 

 S 

 K 

2013年5月16日 

2013年5月16日 

2013年5月15日 

2013年5月16日 

2013年5月16日 

2013年5月15日 

2013年5月15日 

2013年5月17日 

2013年5月15日 

2013年5月17日 

70 分間 

60 分間 

100 分間 

70 分間 

60 分間 

60 分間 

75 分間 

60 分間 

60 分間 

55 分間 
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第 4 章 人材配置と海外子会社パフォーマンス 

―中国の日系製造企業に関する実証研究― 

 

本章では，(Ⅰ)いかなる人事管理が子会社のパフォーマンス向上に貢献するか（技術的合

理性）について，2-2 の従来の国際経営論の知見に従い，海外子会社の操業年数と所有形態

という２つのコンティンジェンシー要因に着目し，仮設を立てる。その後，重回帰分析を

使用して仮説を検証する。 

 次に，重回帰分析で得られた結果（技術的合理な人事管理）が，実践されているかどう

か(Ⅱ)について，分析を追加して示したい（4-5）。 

 

4-1. 仮説  

4-1-1. 人材配置と海外子会社のパフォーマンス 

海外子会社の人材配置24には，本国出向者の派遣(ethnocentric staffing=本国中心の人材

配置)と，現地で採用する人材の活用(polycentric staffing=現地中心の人材配置)がある。本

国出向者は海外子会社において重要なポジションを占める傾向があり，本国の組織運営能力や

技術といった組織的知識を海外子会社へ移転する役割を担っている。本国出向者は知識移転の

プロセスに直接に関与するだけでなく，彼らは知識の受入側の吸収能力を向上させる促進

者でもある（2-2-2）。本国出向者を通じた知識移転は，海外子会社における既成知識の獲得，

蓄積，利用につながり，国境を超えた組織学習を促進する。 

海外子会社の操業年数が長くなると，子会社は知識の吸収能力が高められ，現地人は本

社の組織的知識をマスターするようになる。長期的に見れば，海外子会社は現地の特有の

マーケティング知識，人事管理の知識などを利用することの重要性が高くなる（Fang, 

2010）。本国出向者は現地市場への知識の面でデメリットを持ち，本国出向者の役割は海外

子会社の設立初期より小さくなると考えられる。以上のことから，本国出向者を通じた知識

                                                   
24海外子会社の人材配置には，本国出向者，現地の人材のほかに，第三国籍者の配置もある。第三国籍者は

本社によって海外子会社に配置され，本国出向者と同じ役割を果たしていると考えられる。そのため，本

研究は第三国籍者を本国出向者と同一視する。 
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移転は海外子会社のパフォーマンスの向上への貢献が小さくなるだろう。したがって，仮

説1が設定される。 

仮説1：本国出向者の受け入れは，海外子会社のパフォーマンスに正の影響を与えるが，子

会社の操業年数が長いほど，本国出向者の受け入れが子会社パフォーマンスに与える正の

影響は小さくなる。 

 

4-1-2. 独資子会社における人材配置 

独資による市場参入の多国籍企業は，海外子会社に対するコントロールを最大化する傾

向がある(Konopaske et al., 2002)。中国日系子会社の経営者による財務評価の決定要因の

分析を行ったLuo(2002)やIsobe et al. (2000)は，日本企業の出資比率の高さが日本本社から

の知識移転と正の関係にあり，知識移転の高さの程度が，海外子会社の財務評価と正の関

係にあることを報告している。この結果から考えられるのは，出資比率の高い独資子会社

では，本社による組織コントロールは高い正当性があり，本国出向者を通じた海外子会社

の経営は，本社の組織的知識をより効率的に移転かつ利用することができる。従って，独

資子会社において本国出向者が多く使用される場合に，知識移転がより効率的かつ効果的

になされる。従って，以下の仮説が設定される。 

仮説 2a：海外子会社が独資の場合，本国出向者の受け入れは，海外子会社のパフォーマン

スに正の影響を与える。 

 

独資の子会社の操業年数が長くなると，本社の組織的知識のみならず，子会社は現地の

特有のマーケティング知識，人事管理の知識などの重要性が高くなる（Fang, 2010）。子会

社の操業年数が長くなると，現地人は本社の組織的知識をマスターするようになり，本国

出向者より現地の特有の知識に精通しているため，本国出向者の役割は子会社の設立初期

より小さくなると考えられる。以上のことから，本国出向者を通じた知識移転は，海外子

会社パフォーマンスの向上への貢献が小さくなるだろう。従って，以下の仮説が設定され

る。 
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仮説 2b：海外子会社が独資の場合，操業年数が長いほど，本国出向者の受け入れが海外子

会社のパフォーマンスに与える正の影響は小さくなる。 

 

4-1-3. 国際合弁子会社における人材配置 

国際合弁子会社において，多国籍企業は子会社に対するコントロールを現地パートナー

とシェアしている。この場合，多国籍企業は子会社に対するコントロールの度合いが少な

いが，現地のパートナーと提携して迅速に現地市場にアクセスすることができる(Schuler 

et al., 2004)。また，国際合弁子会社において，多国籍企業は現地パートナーと戦略的経営

の見方，組織文化，経営価値観など多くの点において異なり（Lane ＆ Beamish, 1990），

それは組織内のコンフリクトの原因となりうる (Fey & Beamish, 2000)。 

国際合弁子会社において，本国中心の人材配置は，現地パートナー側に子会社の経営を

支配しようという敵意を持たせる可能性がある。本国出向者と現地側の間のコンフリクト

は，知識統合のコストを増加させてしまう。国際合弁子会社におけるコンフリクトが子会

社のパフォーマンスに負の影響を与え，パートナー間のコンフリクトを減らすことは国際

合弁子会社のパフォーマンスの向上に寄与する(Fey & Beamish, 2000; Demirbag & Mirza, 

2000)。 

一方，本国出向者の少ない人材配置は合弁双方のコミュニケーションを促進し，本国出

向者と現地パートナーとの協力的な相互作用を生み出す可能性が高い。この場合，低コス

トで知識を統合することができる（Colakoglu et al. 2009）。従って，以下の仮説が設定さ

れる。 

仮説 3a：海外子会社が国際合弁の場合，本国出向者の受け入れは，子会社のパフォーマン

スに負の影響を与える。 

 

多国籍企業が国際合弁という市場参入戦略を選ぶのは，現地の価値観，市場の状況，顧

客の嗜好，流通チャネル，経営慣行などを学習するためだと指摘されている（Luo & Peng, 

1999）。操業初期には，現地パートナー側は子会社の組織マネジメントへの関与度合いが高

いと考えられる。この場合，本国中心の人材配置は現地側に子会社の経営を支配しようと
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して，現地パートナーに敵意を持たせ，本国出向者と現地側とのコンフリクトを生み出し

てしまう可能性が高い。 

国際合弁子会社の操業年数が長くなると，本国出向者と現地人管理者は相互学習を通じ

て，異質性の高い組織においても共通のアイデンティティーを生み出すことが可能である

(Delios & Beamish, 2001)。この際，子会社の競争優位を構築するために，本国出向者は本

社の組織的知識を子会社へ移転すれば，子会社のパフォーマンスの向上に貢献するだろう。

したがって，以下の仮説が設定される。 

仮説 3b： 海外子会社が国際合弁の場合，操業年数が長いほど，本国出向者の受け入れが

海外子会社のパフォーマンスに与える負の影響は小さくなる。 

 

4-2. 変数と方法 

(1) 従属変数 

労働生産性 中国子会社の労働生産性 (売上高/子会社の従業員数)(Gong, 2003; Gaur et al., 

2007)をパフォーマンスの指標として算出し，労働生産性の自然対数を取る25。既存研究で

は海外子会社のパフォーマンスの指標として，海外子会社の収益を用いる研究もある

（Konopaske, 2002; Fang et al., 2010）。ところが，多国籍企業が中国で海外子会社を設立

する目的は多様であり，例えば，安価の労働力を利用し人件費削減，組織内における取引

コスト削減等があるため，海外子会社の収益だけに着目することは適当ではない。その為，

本研究では海外子会社の労働生産性をパフォーマンスの代理変数として用いる。本社の先

進的な技術や経営ノウハウが海外子会社へ効率的かつ効果的に移転されるかどうかに着目

する。 

(2) 独立変数 

人材配置 人材配置に関し，本研究では 2 つの変数を用いる。第一に，トップマネージ

ャーレベルの人材配置は，海外子会社トップの国籍を用いる（Gong, 2003 ; 稲村, 2007）。

この場合，ダミー変数を投入する。トップマネージャーは日本人の場合 1，中国人の場合 0

                                                   

25 不均一分散（heteroscedasticity）の可能性を下げるために自然対数をとる。この場合，推定係数は変化

率と変化率の比である弾力性として解釈できる。以下も同様な理由で自然対数をとる。 
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とする。第二に，職場レベルの人材配置は，日本からの本国出向者の比率を用いる（Gong, 

2003; Konopaske et al., 2002; Colakoglu & Caligiuri, 2008; Fang et al., 2010）。これは本

国出向者数を，海外子会社の従業員数で割ったものである。 

(3) 統制変数  

操業年数 操業年数の長い海外子会社は，組織学習を通じて効果的に経営力を向上するよ

うになる。それは子会社のパフォーマンスに影響を与えることが考えられる（Gong, 2006）。

また，操業年数による調整効果を分析するために，海外子会社の平均操業年数 7.8 年（独資

子会社の場合は 7.1 年，国際合弁の場合は 8.9 年）を境に，操業年数の長いグループと短い

グループに分ける。平均操業年数は操業年数の短いグループに入る。 

組織機能 海外子会社の組織機能は生産機能のみと生産以外（開発，販売等の機能）の機

能も持つ，を分けて，ダミー変数を用いる。生産機能のみの場合に１，生産以外の機能も

含む場合に 0 とする（Colakoglu & Caligiuri, 2008）。 

所有形態 所有形態は海外子会社のパフォーマンスに影響を与える要因である（Gong, 

2006）。過去，中国政府の規制により，外資 100%の独資という所有形態が認められなかっ

たため，本研究は既存研究に従い，日本側出資比率が 95%以上の場合は日本独資，5%以上

95%未満かつパートナーが現地企業の場合は国際合弁とする（Hennart & Larimo, 1998; 

Makino & Neupert, 2000）。ここではダミー変数を用いる。日本独資は 1，国際合弁は 0

とする。また，所有形態による調整効果を分析するために，独資の子会社と国際合弁の子

会社をそれぞれ検証する。 

従業員数 海外子会社の従業員総数であり，回帰分析をする際に，自然対数を取る（Gong, 

2003; Fang et al., 2010）。 

資本金 海外子会社の事業規模が子会社のパフォーマンスと関連する（Kim & Hwang, 

1992; Woodcock et al. 1994; Gong, 2006）。海外子会社の資本金は，東洋経済新報社のデー

タ収集時点の為替レートで換算し，US ドルで統一する。 

通常最小二乗法（OLS）による回帰分析を行って検証する。 
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4-3. 分析結果 

表 4-1 は分析に使用された変数間の相関関係の偏相関係数の値を示している。表 4-1 に示

されるように日系子会社では日本人トップが 8 割を占めていることが分かった。職場レベ

ルの海外派遣社員の比率は平均して 3 パーセントである。 

 

表 4-1 相関関係 

n=905，*P<.10， **P<.05，***P<.01 

 

(1) 全体モデル 

 表 4-2 は仮説 1 に関する重回帰分析の結果を示している。モデル 1 では，コントロール

変数が含まれている。モデル 2 では人材配置による影響を検証する為，日本人トップダミ

ーや一般出向者比率を回帰式に投入した。さらに，モデル 3 とモデル 4 では，操業年数の

平均値である 7.8 年を境に，サンプルを操業年数がより短いグループ（7 年以下）とより長

いグループ（8 年以上）にわけて検証を行った。 

表 4-2の重回帰分析の結果について，まずモデル 2 において，日本人トップダミーも一般

出向者比率も海外子会社の労働生産性に対し，有意な正の相関を示している（それぞれ

P<.05）。次に，モデル 3 の操業年数の短いグループにおいて，日本人トップダミーが海外

変数                 平均値 標準偏差  1       2        3       4       5       6      7                 

1. 操業年数        7.80    4.55      

2. 生産機能のみダミー     0.30    0.46    0.06* 

3. 資本金               1308.85  7562.35  0.03    -0.05 

4. 従業員数              373.33  646.13   0.15***  0.06*    0.11*** 

5. 日本独資ダミー        0.60   0.49     -0.20 ***  0.08**  -0.07*   0.05 

6. 日本人トップダミー   0.81   0.39     -0.10***  -0.06*   -0.09**  -0.04    0.40***   

7. 日本人出向者比率       0.03   0.08     -0.20***  -0.09***  -0.03   -0.16*** 0.07** 0.01 

8. 子会社パフォーマンス  15.48   43.39    0.006   -0.12***   0.10**  -0.04   -0.05   0.02   0.29*** 
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子会社の労働生産性に対し，有意な正の相関が確認されたが（P<.01），一般出向者比率は

海外子会社の労働生産性に対し有意な相関は見られなかった。モデル 4 の操業年数の長い

グループにおいて，日本人トップダミーは海外子会社の労働生産に対し有意な相関を示さ

なかったが，一般出向者比率が海外子会社の労働生産性に対し，有意な正の相関が確認さ

れた（P<.01）。労働生産性が高ければ，海外子会社へ日本人トップまたは一般出向者を多

く配置するという因果は考えにくいため，日本人トップまたは一般出向者の配置が，海外

子会社の労働生産性に正の影響をもたらすという解釈は理に適っていよう。 

日本人トップの配置も一般出向者の配置も海外子会社のパフォーマンスに正の影響を与

える（モデル 2）が，しかし，モデル 3 とモデル 4 の係数の変化から見れば，両者の効果が

異なることがわかった。操業年数の短い子会社において，日本人トップの配置は海外子会

社のパフォーマンスに正の影響を与え，一般出向者の配置は海外子会社のパフォーマンス

との相関が見られない。一方，操業年数の長い海外子会社においては，日本人トップの配

置は海外子会社のパフォーマンスとの相関がなくなり，一般出向者の配置は海外子会社の

パフォーマンスに強い正の影響を与える。従って，仮説 1 は部分的に(トップマネージャー

レベル)支持された。 
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表 4-2 日系子会社労働生産性 aの重回帰分析結果 b 

 n=905，a 自然対数，b 偏回帰係数 ，c 自然対数， d 操業年数 7 年間以下グループ(n=496)，e 操業年数 8

年間以上グループ(n=409)，*P<.10， **P<.05，***P<.01 

 

 (2) 日本独資モデル 

人材配置とパフォーマンスとの関係に対する所有形態の調整効果を，独資モデル（表 4-3）

と国際合弁モデル（表 4-4）に分けて検証を行う。まず独資の子会社を対象として分析を行

った。表 4-3 のモデル 5 ではコントロール変数を投入し，モデル 6 では人材配置を検証す

るため，独資子会社の日本人トップダミーと一般出向者比率を回帰式に投入した。さらに，

独資グループの操業年数の平均値である 7.1 年を境に，サンプルを操業年数のより短いグル

ープ（モデル 7）とより長いグループ（モデル 8）にわけて検証を行った。表 4-3 の独資モ

デルの重回帰分析の結果について，モデル 6 においては日本人トップダミーも一般出向者

比率も海外子会社の労働生産性に対し，有意な正の影響が示されている（それぞれ P<.01）。

よって仮説 2a が支持された。 

変数          Model1         Model2              Model3d           Model4e 

Step1 

操業年数       0.01         0.01          0.189***            -0.004 

生産機能のみダミー  -0.47***          -0.44***             -0.150               -0.69*** 

資本金              1.65E-05***         1.69E-05***          7.50E-05***        7.50E-06 

従業員数 c            -0.13***            -0.10***             -0.198***            0.04 

日本独資ダミー       -0.12               -0.21**              -0.20*               -0.28**  

Step2 

日本人トップダミー              0.24**               0.42***            -0.005 

日本人出向者比率                         1.19**                0.44                15.19*** 

Adjusted R 2           0 .08               0.09                  0.17                0.20 

F-statistic            16.27***           13.24***              15.48***            15.63*** 
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次に，モデル 7 において，日本人トップダミーは海外子会社の労働生産性に対し有意な

正の影響が確認され（P<.01），一般出向者も海外子会社の労働生産性に有意な正の影響が

確認された（P<.01）。モデル 8 において日本人トップダミーは海外子会社の労働生産性に

対し有意な正の影響が確認され（P<.05），一般出向者比率も海外子会社の労働生産性に対

し有意な正の影響が確認された（P<.01）。係数の変化から見れば，仮説 2b が部分的に（ト

ップマネージャーレベル）支持された。 

 

表 4-3 独資の日系子会社の労働生産性 aの重回帰分析結果 b 

n=544，a自然対数，b偏回帰係数，c自然対数 ，d操業年数 7 年間以下グループ(n=353)，e操業年数 8 年間

以上グループ(n=191)， *P<.10， **P<.05，***P<.01 

 

(3) 国際合弁モデル  

次に，国際合弁子会社を分析する。表 4-4 のモデル 9 では，コントロール変数を投入し，

モデル 10 では人材配置を検証するため，国際合弁子会社の日本人トップダミーと一般出向

者比率を回帰式に投入した。さらに，国際合弁グループの操業年数の平均値である 8.9 年を

 変数        Model5       Model6             Model7d            Model8e 

Step1 

操業年数      0.03***            0.03***              0.23***             0.04 

生産機能のみダミー -0.26***            -0.23**              -0.03             -0.54*** 

資本金             0.0003***         0.0002***          0.0002***           0.0003*** 

従業員数 c           -0.29***            -0.17***            -0.21***             -0.02 

Step2 

日本人トップダミー                  0.64***              0.81***           0.53** 

日本人出向者比率                     4.17***              2.85***           16.75*** 

Adjusted R 2           0.13               0.19                0.25               0.35  

F-statistic         21.41***          22.83***             20.53***           18.11*** 
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境に，サンプルを操業年数のより短いグループ（モデル 11）とより長いグループ（モデル

12）にわけて検証を行った。表 4-4 の重回帰分析の結果について，モデル 10 では一般出向

者比率は国際合弁子会社の労働生産性に対し，有意な負の相関が示されている（P<.05）。

日本人トップダミーは国際合弁子会社の労働生産性に対し，負の影響を示しているが，統

計的には有意な相関ではなかった。従って，仮説 3a が部分的に(職場レベル)支持された。 

次に，モデル 11 において，日本人トップダミーは海外子会社の労働生産と有意な相関が

示されなかったが，一般出向者比率は海外子会社の労働生産性と有意な負の相関が示され

ている (P<.05)。モデル 12 において，日本人トップダミーは海外子会社の労働生産性と有

意な相関が示されなかった。一般出向者比率は海外子会社の労働生産性と有意な正の相関

が示されている（P<.05）。係数の変化から見れば，仮説 3b を部分的に（職場レベル）支持

された。 

 

表 4-4 国際合弁の日系子会社の労働生産性 aの重回帰分析結果 b 

n=361，a 自然対数，b 偏回帰係数，c 自然対数 ，d 操業年数 8 年間以下グループ(n=161)，e 操業年数 9

年間以上グループ(n=200)， *P<.10， **P<.05，***P<.01 

変数         Model9       Model10          Model11d         Model12e 

Step1 

操業年数        -0.006         -0.01              0.10**           -0.02  

生産機能のみダミー    -0.74***     -0.75***          -0.51**          -0.76*** 

資本金             1.20E-05**    1.24E-05**        6.31E-05***         4.43E-06 

従業員数 c           -0.04          -0.08              -0.17**            -0.018 

Step2 

日本人トップダミー                  -0.01               0.09               -0.13 

日本人出向者比率                     -1.45**             -1.58**             12.70** 

Adjusted R 2          0.09           0.10               0.19                0.11 

F-statistic          10.08***         7.47***            7.12***             5.34*** 
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4-4. ディスカッション 

4-4-1. 操業年数による調整効果 

本章では，海外子会社の操業年数は，人材配置と海外子会社のパフォーマンスの関係を

調整する効果（仮説１）について，日本多国籍企業の中国子会社のサンプルをもとに検証

を行った。その結果，操業年数が長いほど，日本人トップの配置は海外子会社パフォーマ

ンスに与える正の影響は弱くなるが，逆に職場レベルの本国出向者の配置は海外子会社パ

フォーマンスに与える正の影響が強くなるという効果が見出された（表 4-2 モデル 3，4）。 

また，独資子会社と国際合弁子会社それぞれの操業年数が，人材配置と子会社のパフォ

ーマンスとの関係を調整する効果（仮説 2b，仮説 3b）についても検証を行った。独資子会

社において操業年数が増えると，日本人トップの配置は子会社のパフォーマンスに与える

正の影響が弱くなるが，職場レベルの本国出向者の配置は子会社パフォーマンスに与える

正の影響が強くなることが確認された（表 4-3 モデル 7，8）。 

操業初期には，海外子会社は安定的に事業を展開することが最も重要であり，本国人ト

ップによる組織コントロールは組織の安定性の向上につながる。本国人トップは海外子会

社へ赴任する前に，既に本社の企業価値観に精通している。本社との共通の価値観と目標

は，海外子会社を本社の意図に従って行動させ，エージェンシー・コストを減らせる（2-2-2）。

操業年数の長い子会社において，本国人トップによる人的コントロールの必要性が減り，

組織の安定性は官僚的コントロールと文化的コントロールといった組織の調整メカニズム

よって確保することができるようになり，本国人トップによる人的コントロールの重要性

が減っている。 

操業年数の長い子会社において，本社の技術的ノウハウ，組織マネジメント知識など，

本社の重要な知識を効率的に利用する必要性は依然として残っている。多国籍企業の中国

子会社において，現地人従業員は多国籍企業のベストプラクティスの利用が望まれると指

摘される（Farley et al., 2004）。そのため，一般出向者は知識移転を通じて海外子会社を

支援するということが正当性を帯びるようになり，それは子会社パフォーマンスの向上に

貢献する。 
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国際合弁子会社において，操業年数に関わらず，日本人トップの配置と海外子会社パフ

ォーマンスとの間に有意な相関が見られなかった。操業年数が増えると，職場レベルの一

般出向者の配置は子会社パフォーマンスに与える負の影響が解消されるのみならず，正の

影響を及ぼすことも示される（表 4-4 モデル 11，12）。国際合弁子会社において，日本本社

は子会社の所有権を現地のパートナーと共有するため，日本人トップが組織の意思決定へ

の影響が限られる。それに対して，操業年数が長くなると，国際合弁子会社の合弁双方は

コンフリクトを顕在化することによって，互いが学習することができる。合弁双方は問題

を解決するなかで，コミュニケーションが順調になり，互いの理解が深まるようになると，

一般出向者による技術的支援は子会社パフォーマンスの向上に貢献することが示唆される。 

 

4-4-2. 所有形態による調整効果 

海外子会社の所有形態について，本研究では日本独資子会社と，中国現地企業との国際

合弁子会社に分けられている。子会社の所有形態は人材配置と海外子会社のパフォーマン

スとの関係をモデレートすること（仮説 2a と仮説 3a）を検証した。その結果，本国中心の

人材配置は独資子会社のパフォーマンスに与える影響と国際合弁子会社のパフォーマンス

に与える影響とは異なることが示された。 

本国中心の人材配置は，独資子会社のパフォーマンスに正の影響を与えることが確認さ

れた(表 4-3 モデル 6)。独資子会社において，日本人トップによる人的コントロールは高い

正当性があり，本社戦略に沿ったオペレーションの推進や，一般出向者による知識移転が

円滑に行うことができる。そのため，本国中心の人材配置は独資子会社のパフォーマンス

を持ち上げる効果がある。 

他方，日本人トップの配置は国際合弁子会社のパフォーマンスと統計的には有意な相関

がなかったが，職場レベルの本国出向者の配置は，国際合弁子会社のパフォーマンスに負

の影響を与えることが確認された(表 4-4 モデル 10)。国際合弁子会社において，日本本社は

子会社に対するコントロールは現地パートナーと共有し，すべての決定事項について合弁

企業の各出資者の合意を得なければならないため，日本人トップによる人的コントロール

が難しい。また，国際合弁子会社において，日本本社と現地パートナーは戦略的経営の見
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方，組織文化等が異なるため，現地のパートナーは日本側の行動や考え方が納得できず，

一般出向者を通じた知識移転は合弁双方のコンフリクトを引き起しうる。そのため，本国

中心の人材配置は国際合弁子会社のパフォーマンスにマイナスな影響を及ぼす。 

 

4-5. 海外子会社における人材配置の実際 

重回帰分析の結果から見られるように，本国人トップの配置効果（海外子会社のパフォ

ーマンスに与える正の影響）は，子会社の操業年数が増えるにつれ，減少する傾向がある。

職場レベルの本国出向者の配置は，子会社の操業年数が増えるにつれ，子会社のパフォー

マンスを向上させる効果が強くなる。しかしながら，科学的分析に裏付けられた処方箋が

実践されているとは限らない。2-3 で述べたように，そうした技術的決定論的な展開が，実

際の実務で常に起きるとは限らない。社会的合理性という観点に立つと，子会社における

人材配置（本国出向者を通じた知識移転）に関して，本社側と現地人管理者は異なった基

準に従う論理的な合理性が存在する。社会的合理性を重視した人材配置は，技術的合理性

を重視した人材配置と異なる帰結を生みうる。そのため，表 4-5 で示されたように，実際，

子会社の操業年数の長いグループにおいては，本国出向者の比率が増加していなかったこ

とが理解できる。 

表 4-5 は海外子会社の操業年数の短いグループと長いグループ間で平均値に差があるか

どうかを検定した結果を示している。独資の子会社において，日本人トップ比率の操業年

数の短いグループと長いグループの平均値の差が統計的に有意かを確かめるために，有意

水準 5%で両側検定の t 検定を行ったところ，t(542)=2.26, p=.02 であり，操業年数の短い

グループと長いグループの平均値の差は統計的に有意である。同様に，一般出向者比率の

操業年数の短いグループと長いグループの平均値の差が，t(542)=4.03, p=.0001 であるため，

統計的に有意である。また，国際合弁の子会社において，日本人トップ比率の操業年数の

短いグループと長いグループの平均値の差が統計的に有意かを確かめるために，有意水準

5%で両側検定の t 検定を行ったところ，t(359)=0.77, p=.44 であり，操業年数の短いグルー

プと長いグループの平均値の差が有意差は見られなかった。同様に，一般出向者比率の操

業年数の短いグループと長いグループの平均値の差が，t(359)=3.17, p=.0017 であるため，
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統計的に有意である。 

 

表 4-5 操業年数の短いグループと長いグループ間の平均値差の検定 

所有形態 操業年数 

日本人トップ比率 一般出向者比率 

平均値 差の有意性（t 値） 平均値 差の有意性（t 値） 

独資 

操業年数≦7 95% 

2.26* 

4.3% 

4.03*** 

操業年数≧8 91% 1.9% 

国際合弁 

操業年数≦ 8 59% 

0.77 

4.3% 

3.17** 

操業年数≧ 9 63% 1.2% 

*P<.05，**P<.01, ***P<.001 

 

以上のように，国際合弁の子会社の日本人トップ比率の変化（増加）は統計的な有意差

ではなかった。それ以外の本国出向者の比率の変化（減少）は統計的に有意である（表 4-5）。

職場レベルの本国出向者の配置が操業年数の長い子会社のパフォーマンスに与える正の影

響がより強いにもかかわらず，実際に在中子会社（独資と国際合弁）の操業年数が増える

につれ，職場レベルの本国出向者の比率が増加しておらず，さらに減少する動きが示され

ている。 

本国出向者による知識移転は子会社のパフォーマンスを向上させる効果（技術的合理性）

があるからといって，実際に本国出向者の数が増えるとは限らない。考えられる理由とし

て，本社側による理由と海外子会社側による理由の2つに大別できる。本社側による理由は，

本社からの知識移転がすでに完了してしまっているから，または海外子会社数が増え，本

国出向者が増えにくいということである。この場合，本社側が知識移転をやめるしかない

と考えられる。 

本章の分析対象は日本の多国籍企業の中国子会社であり，日本企業は長期雇用を前提で，

人事ローテーションを通じて従業員の能力開発を行うという雇用の特徴がある。日本から
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の出向者が増えにくいということは一般的ではないだろう。また，在中日系企業にいて経

営の現地化が欠如しているという指摘が多く見られる（井川, 2006; 徐, 2013）。このことは，

在中日系企業は依然として日本本社の資源，知識に対する依存度が高いことを示唆する。

そのため，本社側は意図的に出向者を減らすという可能性が低いと推測できる。 

他方，海外子会社側による理由は，設立初期には，子会社は本社の知識を重視している

が，現地知識の重要性が増えるにつれて，独自の方法で組織をマネジメントしたいと考え

るようになるということである。2-3の社会的合理性という観点を踏まえると，操業年数が

長くなると，現地人は現地知識がより重要だと思うようになり，日本出向者を通じた知識

移転の技術的合理性は，現地人に認識されていない可能性が高い。あるいは日本出向者を

通じた知識移転は，現地の制度的環境からの圧力に適切に対応できていない，と現地人が

認識しているからである。そのため，技術的合理性にこだわる企業においては，そこに身

を置く現地人従業員は，「素直に受け入れることをはばかられる本社の組織知識を直接的統

制，または間接的統制という正統性をめぐる権力作用の中で，戦略的に取り込もう」とい

った対応をとることになる。その結果，日本本社の知識移転はうまく進まず，日本出向者

の増加がためらわれる。 

 

4-6. インプリケーション 

本章では，本国人トップと一般出向者，操業年数の短い子会社と長い子会社，独資子会

社と国際合弁子会社，という複数の区分を導入することで初めて浮上するものが多くあっ

た。本章の分析結果は以下のようなインプリケーションを示唆している。 

操業年数の長い子会社において，本国出向者を通じた知識移転は子会社のパフォーマン

スを向上させる効果があるが，実際には本社の組織的知識は必ずしも現地人に受け入れら

れないということが示唆される。この場合，単純に本国出向者を多く配置すればよいわけ

ではなかったと考えられる。海外子会社における実際の知識運用は，コンティンジェンシ

ー要因以外に，子会社の行為主体の認識過程に着目し，本社側（本国出向者）と現地人の

相互作用を検討することが不可欠である。この視点を踏まえると，子会社の現地人従業員

は，「素直に受け入れることをはばかられる本社の組織知識を直接的統制，または間接的統
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制という正統性をめぐる権力作用の中で，戦略的に取り込もう」といった対応をとりうる。 

また，本国中心の人材配置において本国人トップと一般出向者の役割を見分ける必要が

ある。本国人トップによる組織コントロールは，海外子会社における重要な意思決定に対

して影響を与えうるが，具体的な知識運用において，ミドルマネジメントである一般出向

者と現地人管理者の関与が多いと考えられる。海外子会社の設立初期には，本国人トップ

による組織コントロールが最も重要であるが，子会社の操業年数が長くなると，一般出向

者による本社の知識移転の重要性が高まってくる。しかし，この場合でも，現地人従業員

は本社の組織的知識を素直に受け入れることをはばかり，本社の組織知識の正統性をめぐ

る権力作用の中で，戦略的に取り込もうといった対応をとりうる。 

 

4-7. 小括 

本章の重回帰分析の結果は，操業年数の長い子会社において，本国出向者を通じた知識

移転は技術的合理性があることを示した。重回帰分析で得られた結果を追加的に分析する

と，本国出向者を通じた知識移転は技術的合理性があるにもかかわらず，それが必ずしも

実践されないということが示された。実際の海外子会社の人事管理の合理性は，社会的に

形成されるが，それは技術的合理な人事管理と一致しないことが示された。 

本章は海外子会社の人事管理における社会的合理性がいったいどのように形成されるか

について，発見事実に基づいた推測のレベルに留まっている。海外子会社の人事管理にお

ける社会的合理性の形成，およびそれが成立するメカニズムについて，さらなる検討が必

要であり，次章では聞き取り調査を通じて詳細な分析を行う。 
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第 5 章 A 社の人事管理における社会的合理性の形成 

 

本章は米国多国籍企業の中国子会社 A 社の人事管理において，本国の発想と現地の発想

がある部分で調和し，別の部分では対立する中で，人事管理がどう形成されるか（社会的

合理性）（Ⅲ）について検討する。より具体的に言えば，現地人管理者と本社管理者での組

織内外環境についてどういう認識のギャップから，どういう現地人の多様な戦略的対応を

生み，なぜその戦略的対応が成立するのかを示す。 

本章では，第一に，改訂前の人事制度と比較しながら，改訂後の制度及びその特徴を示

す。第二に，A 社の組織マネジメントにおいて，本社側と A 社の現地人管理者がそれぞれ

どのように関与しているかについて述べる。第三に，改定後の A 社人事制度の運用実態を

検討する。制度運用において，A 社の現地人管理者の戦略的対応，および制度運用に関連す

る現地人管理者の状況認識を示す。本章の最後では，A 社の人事管理における社会的合理性

の形成において，現地人管理者の戦略的対応を成立させる２つのメカニズムについて述べ

る。 

 

5-1.  A 社の人事制度 

5-1-1. 社員格付け制度について 

A 社の社員格付け制度は職務価値を基準にしている。改訂前の社員格付け制度は詳細な職

務分析を行うことなく，求められるスキル（資格），職務経験や学歴を最優先に考えていた。

改定後の社員格付け制度は本社の制度の要素を，多く踏襲している。例えば，A 社の職務等

級制度において，本社の職務分析の方法や職務評価の基準が使用され，社内における職務

やポジションの相対的重要度を明確にされている。具体的には，一つ一つの職務に求めら

れる技能や知識を職務記述書に明記し，職務を遂行するに必要な履歴，職務経験，必要な

教育水準等も記述される。具体的に言えば，以下のようになっている。 

 

「職務分析では職務に求められる能力を分析し，67 個のキーワードから特に重要な 6〜8 のキーワードが

選ばれ，それに基づき採用面接の質問を開発します。…（中略）…わが社は本社と同様に，各職務に求め
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られる能力を分析するアメリカのあるコンサルティング会社の分析結果を使用しています。」（人事部人事

担当 X 氏） 

 

A 社では管理職クラスの内部登用の方針を明確に打ち出している。上級ポストにつくには，

組織内部で経験を積み重ねることが必要とされる。管理職の内部昇進は子会社の特殊知識

やスキルを促進することにつながるのみならず，従業員のモラールを維持し，公平な昇進

機会を提供することにもつながる。A 社の管理者のほとんどは，社内でキャリアを開発し，

そして内部で昇進してきたため，A 社の現地人従業員は A 社管理者の経験や問題解決能力

を高く評価し，A 社の内部昇進の傾向に納得しているようである。 

 

「以前，勤めていた外資系企業の D 社では，本国人，第三国籍者あるいは外部から人材を採用し，管理

職に就く場合が多かったです。いくら努力しても昇進の見込みがないので，社員のモチベーションがだん

だん下がってしまうんです。それに対して，A 社では本国出向者が少なくて，管理層や経営層はすべて内

部から昇進し，昇進の基準も明示しているので，頑張れば誰でもチャンスがあるように思われます。」（営

業アシスタント S 氏） 

 

A 社の従業員は内部昇進に対する評価が高いにもかかわらず，彼らは将来，自分が管理職

に就ける可能性について消極的な考えを示した。A 社では長期的かつ安定的な雇用関係を維

持することを目指しており，現地人従業員に用意される昇進の機会は必ずしも保証された

とは言えない。現地人従業員のモチベーションを維持するために，A 社は本社の承認を得て

非管理職の従業員を対象に，「専門技術等級」という従業員の能力や技能を重視する制度の

導入を始めた。専門技術等級は初級エンジニア（Junior Engineer），中級エンジニア

（Intermediate Engineer），高級エンジニア（Senior Engineer），エキスパート（Expert），

高級エキスパート（Senior Expert）の 5 段階に分けられる。現在，「専門技術等級」制度

は既に技術部門で導入された。これから，全社まで拡大する予定だと言われている。専門

技術等級を導入する背景には，中国労働市場の特徴が見られる。多くの若年のホワイトカ

ラー層が仕事を通じて自らのスキルを高めて，より上位のポストと報酬を求めるために，



61 

 

転職を通じてキャリアを自立的に歩んでいく傾向がある。A 社では，管理職に昇進する機会

を十分に提供できない中，そうした労働者のニーズに対応するために，専門技術等級の導

入が図られた。それによって，上位の専門技術等級になると，給与が上がる。 

専門技術等級制度は従業員の専門性を最も重視し，制度設計は組織の安定性や人材確保，

そして組織目標の達成に向け，従業員の能力や技術を向上させることを目指していると思

われる。A 社の社員格付け制度において，従業員のキャリア開発のために 2 つの平行的な

ルートが用意されており，従業員が職務遂行の中で問題解決の能力を高めることができる。

そのため，A 社の社員格付け制度は優秀な人材の確保のみならず，意図的な人材育成戦略に

もつながると言える。 

 

5-1-2. 賃金制度について 

A 社の賃金制度の改定は 2011 年に行われた。改定前の従業員の賃金は，年 4 回の個人業

績の評価に基づいて決定される。期中評定において基本給の昇給率が，期末評定において

賞与が，それぞれ決められる。このような賃金制度の特徴は，従業員に対する動機付けが，

年 4 回の評定と年 2 回の賃金調整によることにある。また，改訂前の賃金制度は基本給の

割合が低くて変動賃金の割合が高い。そして，賃金を決める要素は個人の業績評価のみで

あった。 

改訂前の賃金制度には，従業員に明確に提示できる賃金の部分が少ないため，A 社の経験

豊富な従業員は当時，新しく設立された競合企業に引き抜かれ，人材の流出が続いていた。

A 社の人事管理者は解決策を見出すために，本社側の協力を求めていた。それがきっかけに，

本社の年俸賃金制度が A 社に導入された。このことは例えば次のような発言からうかがわ

れる。 

 

「同業他社は，A 社の基本給より 30-50%増の給与で人材を引き抜いていました。さらに，株を与えるケー

スもありました。わが社の離職理由に関する調査で明らかになった従業員が離職する最大の理由は，給与

が低いということです。人材を採用する際にも，なかなか魅力のある給与を提供できなかったと思われま

す。」(人事部人事担当 H 氏) 
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改定後の賃金制度は，賃金構成における賞与，および変動賃金の割合が減り，基本給の

割合が増えた。こうして，A 社は人材を採用する際に，明確に提示できる報酬額が増え，最

低保障水準がより高くなる。現在，A 社では年俸賃金額を事前に従業員に示し，受け取られ

る実際の賃金額は会社業績や個人の業績評価によって上下する。 

A 社の年俸賃金は基本給と賞与から構成される。基本給は職務価値をベースとしたゾーン

別の職務給である。中国では賃金が外部労働市場からの影響を受ける。基本給を決める際

には，各職務における市場賃率を調べる作業，いわゆる「市場調査」がおおむね年一回行

われる。A 社は現地のコンサルティング会社を利用し，同業他社の給与情報，つまり世間相

場についての情報を収集する。こうした世間相場についての情報によって，自社の職務の

適正な賃金水準が見定められ，賃金配分が行われる。A 社の賃金水準は，世間相場より少々

高く設定している。そして，従業員に安心して仕事してもらうため，その調査結果を従業

員に知らせるようにしている。 

年俸賃金の水準は，外部市場の影響を受けるほか，従業員各人の専門技術等級，ジョブ・

グレードによって異なる。職務等級別に賃金の最大値と最小値が設定されており，個別賃

金は後述の個人の業績評価に基づく。最も優秀な人材に対し，特別の一時金(奨励金)を払う。 

また，A 社の賞与は，単年度ベースの業績に基づいて支給され，企業業績，部門業績そし

て個人業績と連動している。すなわち，年末に従業員に支給される実際の賞与の額は，年

度初期に設定された「目標賞与」に全社の KPI（key performance indicator）と部門別の

KPI，そして個人業績の達成度に基づいて算定される係数を掛け，配分した金額となる26。

目標賞与はジョブ・グレードごとに基準額を設定している。組織業績と従業員の賃金を連

動させる賞与を導入する目的は，従業員が個人や部門の目標のみならず，会社全体の目標

の達成を優先させるよう動機づけるためだと思われる。このような賃金制度の設計は各部

門間の調整を容易にした。このことについて，各部門の業務目標の進捗管理や部門間の調

整を行う運営管理課の管理者は以下のように発言する。 

                                                   

26 間接部門は収益単位である事業部門と異なって，係数の計算は全社 KPI や個人の評価に応じて配分した

金額が支給される。 
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「運営管理課は子会社の業績目標をタイムリーに把握し，業績目標の達成が遅れる原因を探し，それに

応じて各部門間の調整を行うという役割を果たしています。しかし，各部門間の調整は時々，個人の目標，

部門目標の達成を邪魔するようなことが生じてしまうかもしれません。ですから，現在の賃金制度は個人

や部門の目標達成のほか，会社全体の業績達成にも目を配るようにしているため，各部門の従業員は組織

利益を優先し，組織の業績を最大化するために協力してくれると思います。」（運営管理課課長 C 氏） 

 

年俸賃金の中で，基本給に対する賞与の割合についても，間接部門と収益部門，一般社

員と管理者とは異なる。一般的に，間接部門の場合は基本給が賃金の 9 割を占め，収益部

門の場合は基本給が賃金の 7 割を占めている。また，一般社員の場合は賃金に占める基本

給の割合が高く，賞与の割合が低いが，管理職の場合（職務レベルが高ければ高いほど），

賃金に占める賞与の割合が高くなる27。 

前述した A 社賃金制度を改定するきっかけは，優秀な人材の流失を防ぐためであった。

しかし，A 社の人事マネージャーによると，本社の年俸賃金制度は， A 社以外のグループ

企業に既に導入されていた。そのため，A 社の賃金制度の改定は必然だと思われる。制度改

訂後の特徴と言えば，評価結果に基づき，年 1 回の賃金調整が行われる。そこで，これに

より個人業績の変動が圧縮された。このことについて，人事部門の担当者は以下のように

発言する。 

 

「制度改訂後，従業員は年度初期に大体の収入額を把握することができます。また，給与においては，個

人の業績評価のほか，企業業績による影響が大きくなりますから，改定後の賃金制度は改定前と比べ，個

人評定結果による賃金の変動幅が縮小したと言えるでしょう。」(人事部人事担当 H 氏) 

 

改定後の A 社の賃金制度は基本給の割合が増え，変動賃金の割合が減ったのみならず，

従業員は年度初期に大体の賃金額を把握することができる。このように，A 社では賃金水準

の低さを賃金水準の安定性や予測可能性でカバーしている。しかし，賃金制度の改訂前後

                                                   

27 管理職の賃金は他人に知られないように個別に決めるので，情報を収集するのが難しい。 
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を比較すると，改定後の賃金制度が変動賃金の割合が減ったため，それが従業員へのイン

センティブになりにくく，従業員の業績達成のプレッシャーが緩められたと，A 社の現地人

管理者は述べた。 

改定後の A 社の賃金制度は基本給の割合が増え，変動賃金の割合が減ったのみならず，

従業員は年度初期に大体の賃金額を把握することができる。このように，A 社では賃金水準

の低さを賃金水準の安定性や予測可能性でカバーしている。 

ところが，A 社の現地人管理者は現地の競合企業の行動に基づいて，本社から導入された

人事制度の運用状況を評価する傾向がある。現地の競合企業においては，成果と賃金との

連動が最も重視され，それが従業員の動機づけになりやすいと思われる。それに対して，A

社の改定後の賃金制度は変動賃金の割合が減っているため，それが従業員へのインセンテ

ィブになりにくく，従業員の業績達成のプレッシャーが緩められたと思われる。現地市場

における競争状況から見れば，もっとインセンティブにつながる賃金制度の運用が望まれ

る。 

 

5-1-3. 評価制度について 

A 社の従業員に対する評価は，MBO（ Management by Objectives）によって実現され

る。従業員一人一人の職務遂行が自発的に展開されるように動機付け，仕事の目標管理を

自己管理により確実に行うために，A 社では MBO シートが利用され，従業員に対して業績

評価が行われる。改訂前の評価制度の特徴として，まず，評価の回数が年 4 回ある。その

中で，期中評価の結果に基づき，給与の調整が行われる。そして期末評価の結果に基づき，

賞与額が決められる。また，評定の基準は 4 段階評価（A~D）であった。制度上では，A

と D は少数で，残りは B と C へと均等に分配されていた。このような分布規制は当初 C，

D の評価がされた従業員にプレッシャーをかけ，上位の段階へ進むように，外発的な動機

づけだと言われる。 

改定後の A 社の評価制度においては，本社の評価制度との類似点が多く見られる。第 1

に，MBO シートの評価項目には，業績管理を行う上で必要とされる指標が盛り込まれる。

業績目標は，担当職務や職種によって内容が異なる。例えば，サービス管理部の場合，顧
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客への対応時間，顧客満足度などが含まれる。また，営業部の場合，売上，粗利など，い

ずれも定量的な目標値が掲げられる。こうしたことからわかるように，業績目標は，目標

の達成度を測定できるように設定しなければならない。第 2 に，正式な評価は，期末のみ

である。期中評価では，目標の達成度のチェックや目標を達成するための指導が主な目的

となる。第 3 に，目標達成度に応じて，評価等級は，1-抜群（5%以下），2-優秀（20%以下），

3-期待通り（60~70%），4-普通，5-不満足の 5 段階に分けられる。その中で，80~90%の従

業員は「3-期待通り」以上の評価をされる。改定後の評価制度は，従業員に対する評価回数

も評価分布も改定前と比べれば，従業員のプレッシャーを緩めたと思われる。 

評価の基本的なプロセスについて，まず，上司と部下の目標面接の場で個々人の目標設

定が行われる。次に，年中に目標の達成度について，上司と部下が面談の場で確認する。

正式な評価は各人の自己評価から始まり，その後，一緒に仕事をする同僚より評価される。

上司はそれらを参考して一次評価を行い，その結果を各部門の管理者に報告する。各部門

の管理者が二次評価を行うが，主に部門内で各評価等級の割合を調整する。最後に，評価

の結果やその理由が，公式的な面談によって部下にフィードバックされる。最終評価の段

階では，上司による評価に対して部下は意見を述べる機会が与えられ，部下は「満足」「普

通」「不満足」の選択肢のうちからいずれかを選び，面談を評価する。従業員は評価結果に

異議がなければサインして評価結果をメールにて人事部門へ提出する。評価査定のプロセ

スの中で人事担当者は，評価開始の連絡や評価を行う管理者のサポートの役割を果たし，

基本的に評価プロセスには関与しない。 

職務遂行について従業員は常に上司との話し合いが求められるため，管理者は日頃から

職務遂行の状況に関する情報を収集して進捗状況をチェックしたり，部下にアドバイスを

したりする。このような管理者の日頃の行動は，部下の目標達成に役に立つのみならず，

部下を評価する段階の根拠にもなる。それによって，従業員が評価結果を受け入れやすい

と思われる。 

評価プロセスは職務遂行について上司と部下の日頃な話し合いが求められる。管理者は

日頃から職務遂行の状況に関する情報を収集して進捗状況をチェックしたり，部下にアド

バイスをしたりする。このような管理者の日頃の行動は，部下の目標達成に役に立つのみ
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ならず，部下を評価する段階の根拠にもなる。上司との日頃な話し合いによって，従業員

が評価結果を受け入れやすいと思われる。 

また，最終評定では，目標面接で合意された業績目標の達成率を従業員に示しておくこ

とが必要だが，より重要なことは上司と部下の丁寧な話し合いを通じて納得性の高い結論

を得ることである。そうした話し合いでは，上司は部下の職務遂行の中で，良かったとこ

ろと，まだ足りなかったところをそれぞれ示し，今後の期待を踏まえて部下に伝える。 

ところが，改定後の評価制度では，目標項目の数値化という評価基準が強調されており，

それが従業員の行動とどのようにリンクするかが不明確なところがある。上司は部下にア

ドバイスをする際に，具体的な行動事例を示すことが従業員の能力向上に結びつくと思わ

れる。また，最終評定においても具体的な行動事例の実行状況が考慮されるので，従業員

は評価結果を受け入れやすいと思われる。 

 

5-2. A 社における組織マネジメント 

5-2-1. 本社による組織マネジメントへの関与 

本社は家庭第一，誠実で，職業道徳を遵守し，賄賂に断固反対するなどの経営理念を明

示にしている。経営理念は価値観や行動規範として従業員の行動を規定し，現地人従業員

はこれを守らなければならない。 

経営理念のほかに，本社側は重点的な戦略目標を，子会社の目標管理や「マネジメント・

プロセス」28を通じて子会社へ浸透する。まず，子会社の目標管理に関して，E 社は市場変

化に即応する体制を作る必要性を認識し，事業を具体的に展開する権限を市場に最も近い

各海外子会社に委譲している。各子会社は自社の「5 カ年計画」に基づき，年度計画を立て

                                                   

28E 社のマネジメントノウハウは，E 社の独特なマネジメント・プロセス（management process）によっ

て具体化されている。E 社のマネジメント・プロセスは，マネジメントを一連の活動プロセスと見なし，

以下の 5 つの活動を特に重視する。即ち，(1)シンプルな組織管理：目標設定・実行において計画，責任を

明確する。同時に従業員の動機づけ，コミュニケーション，フォロー・アップ，人材育成にも目を配る，

(2)計画や計画の進捗管理を重視する，(3)非官僚主義的な問題解決志向，(4)最も優れた製品，サービスを競

争力のあるコストで提供する；(5)従業員の能力を生かせる会社作り，である。  



67 

 

る。年度計画では，予算削減比率，売上高の成長率，売上高，利益額，設備投資額，人件

費などの財務的目標が含まれる。毎年，アメリカ本社で開催される子会社計画会議では，

子会社の経営層は顧客，市場，競合他社を分析したうえで，自社の事業成長を促進し，収

益を改善するための戦略計画を報告する。海外子会社の経営層は本社と目標設定を擦り合

わせ，最終的な子会社の事業計画をたてる。また，海外子会社の CEO は毎月の実績や次の

3 カ月の市場予測を POR（President`s Operating Report）に記入し，本社経営層に報告す

ることが求められる。POR には，特に年度初期の子会社計画案との比較が重視される。 

A 社において，事業展開に関する本社側とのやりとりは，主に本国出向者を通じて行われ

る。調査当時では，A 社の本社出向者は中国系アメリカ人の CEO と非中国系の CFO の 2

名のみであり，そのほかの各機能部門のトップはすべて現地人の経営幹部である。本国出

向者は子会社の事業目標を計画通りに実行させるように，A 社の事業計画の達成状況を把握

し，その達成状況を定期的に本社に報告する。 

 本社 E 社は子会社の事業計画に従う安定かつ持続的な事業成長の維持を強調する。その

ため，本社側は予算削減比率，売上高の成長率，売上高，利益額，設備投資額，人件費な

ど，子会社の年度計画の進捗状況を把握することを最優先に考える。A 社の本社出向者

（CEO と CFO）は子会社の事業目標を計画通りに実行させるように，A 社の事業計画の達

成状況を把握し，その達成状況を定期的に本社に報告する。彼らは A 社の組織管理や事業

展開に深く関わらず，子会社計画案を計画通りに達成させることを最優先に考える。本社

出向者とのやりとりについて，A 社の現地人管理者は以下のように発言する。 

 

「普段，アメリカ人上司との付き合いの中で，ファーストネームを直接に使っています。中国人よりアメ

リカ人は上下関係にあまり気にしないからだと思います…（中略）…アメリカ人はたとえ状況が変わった

としても，一度決めたことを最後までやり抜く性格だと思います。例えば，市場状況に予想外の変化があ

っても，アメリカ人上司は計画通りに進めようと要求します。それが状況に対応する柔軟性が欠けると思

われます。」（企画管理課係長 Z 氏） 

 

子会社の目標管理の達成およびその進捗状況を把握するために，本社側は本社の組織的
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知識が含まれる「マネジメント・プロセス」を A 社へ導入し，A 社の組織管理に関与して

いる。本社の「マネジメント・プロセス」はマネジメントを一連の活動プロセスだと見ら

れ，本社のマネジメント制度の中で具体化されている。例えば，組織マネジメントの効率

性やコストコントロール能力を把握するために，本社は仕事指標の設定，業績管理，予算

管理やリスク管理などのマネジメントノウハウを A 社に導入した。中国市場におけるます

ます激しくなる競争環境の中で，組織マネジメント，特にコストコントロールの重要性が

一層問われると思われる。 

「マネジメント・プロセス」の導入，および運用状況のチェックは，本社の管理者によ

って行われる。彼らは A 社へ短期的に出張し，子会社における制度改定を指導する。制度

導入後，本社の管理者は定期的に A 社のマネジメント会議に出席する。本社の管理者は日

常の職務遂行における制度の運用に深く関与せず，主に現地人管理者に短期的なマネジメ

ントのトレーニングを提供し，導入された制度の運用状況を定期的にチェックすると言わ

れる。 

 本社側は子会社の安定な事業成長を維持するために，本社のマネジメント制度を各海外

子会社に導入し，組織マネジメントにおけるグローバル統合の動きが見られる。組織マネ

ジメントにおけるグローバル統合によって，本社は各海外子会社の業績を同様な方法で評

価し，子会社間の比較を可能にしている。本社による A 社の組織マネジメントへの関与度

合いの増加は，以下の発言から伺われる。 

 

「買収後，わが社は以前の人事制度を使用していました。しかし，本社との会議などのやりとりが増え，

本社のマネジメント方針が徐々に A 社に浸透してきました。人事制度の改定および新しい人事施策の導入

が次々に行われてきました。現在，A 社の人事管理は本社への統合度合いが増えたと思います。」（副総経

理Ｌ氏） 

 

5-2-2. 現地人管理者による組織マネジメントへの関与 

 2001 年に E 社によって買収された前に，A 社はある現地民営企業の独立した事業部であ

った。E 社にとって中国市場はグローバル戦略上では非常に重要な市場であるため，A 社が
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重要な子会社として位置付けられる。A 社は中国市場で事業戦略を行うためのすべての組織

機能を備えた戦略的ビジネス・ユニットである。A 社は生産・研究開発・販売・顧客サービ

ス・人材マネジメント等に関する意思決定を行い，中国市場における事業展開について豊

富な経験や知識を蓄積してきた。それは A 社の財務的成功をもたらしたと思われる。イン

タビューでは，A 社の現地人管理者は競合企業の戦略的志向や財務業績の状況をよく知って

いることが示される。 

買収当時から，本社側は A 社の事業展開や日常の組織管理に過度に立ち入らないように

している。A 社は生産プロセスの管理，部品の調達，各地営業所間の売上目標の調整，現地

での人事計画の実行など，中国市場における事業展開に関連するほとんどの意思決定の権

限を持っている。近年，本社管理者による本社制度の導入が行われてきたが，本社管理者

は A 社の日常の事業展開や組織管理に深く関与しないため，A 社の現地人管理者は人事制

度の運用における一定の意思決定の裁量権が与えられたと思われる。本社は A 社の組織マ

ネジメントの枠組みを作り，その枠の中で，A 社は市場変化に応じて子会社の事業展開およ

び事業拡大のために，子会社の資源を調達する自主性が認められる。このことについて，A

社の副総経理の方は以下のように発言する。 

 

「われわれは生産プロセスの管理や調整，部品の調達，各地営業所間の売上目標の調整，現地の人事計画

の実行など，中国市場でのビジネス展開に関連するほとんどの意思決定の権限を持っています。その代わ

りに，われわれは書面報告，そしてテレビ会議の参加を通じて，本社に報告する必要があります。」（副総

経理Ｌ氏） 

 

本社による権限移譲に加え，現地の活発なジビネス環境は，現地人管理者が A 社の組織

マネジメントへ関与する動機を深めた。近年，中国の通信機器市場における競争はますま

す激しくなっている。厳しい競争環境の中で，A 社の現地人管理者は強力な競合企業の行動

を見つめながら，いかに競合企業の行動に効果的に対応できるかという，事業展開におけ

る競争優位性の維持に懸念を示している。 
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「通信機器市場における競争がますます激しくなり，ライバル企業は外資系企業だけでなく，現地の民

営企業も有力なライバルになってきました。現地の民営企業では成果を最も重視し，人事管理においても，

いかに仕事の成果を生むかが強調されます。そのため，民営企業の成長がかなり速く，市場環境がかなり

厳しいです。」（副総経理 L 氏） 

 

A 社の現地人管理者にとって，A 社の市場地位の強化や市場シェアの拡大に貢献できる人

事戦略や制度の策定が喫緊の課題である。A 社の現地人管理者は現地市場における事業拡大

を支えられる人事戦略を実行し，現地の競争環境に適合する人事制度を策定する点におい

て，本社側との認識が異なっている。現地の経験や知識を積み重ねてきた A 社の現地人管

理者は，現地の競争環境に応じて組織機能や競争優位を再評価し，それを支えられる人事

戦略を再強化する必要性を主張している。彼らは組織マネジメントのグローバル統合が，

現地市場におけるA社の競争力の弱体化をもたらすのではないかという懸念を示している。 

 

「厳しい競争環境のなかで，企業が生き残るためには，人事戦略も非常に重要ではないかと思います。

戦略的な人事管理とは既定方針を実行すればいいわけではありません。現状を踏まえて会社の課題を解決

するように，制度を策定しなければなりません。」（副総経理 L 氏） 

 

5-3. 改定後の A 社人事制度の運用実態 

本節では，人事管理の課題解決に関する A 社の現地人管理者の状況認識は，制度運用に

おける彼らの戦略的対応をいかに促進していくのか，A 社の事例をもとにそのメカニズムを

示す。 

 

5-3-1. 本社制度の受容 

 本社制度の受容は現地人管理者が本社の制度をそのまま受容し，または本社の制度を受

容しつつ，そこに含まれた意味を新たに解釈するという戦略的対応である。聞き取り調査

では，本社の一部の人事制度に関して，A 社の現地人従業員は本社の多様な先進的な制度が

きちんと整っている，というイメージを表した。その制度に含まれる本社の組織的知識を
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学習するなかで，現地人従業員の意識の変化が見られた。例えば，労働時間外のサークル

活動やフレックスタイム制などの施策の導入によって，従業員のワーク・ライフ・バラン

スの意識が強化された。以下の発言の引用にあるように，従業員の人間性を尊重する本社

の雇用施策の導入は，現地人従業員のコミットメントの向上につながり，従業員の意識の

変化をもたらした。 

 

「以前と比べ，現在の仕事のプレッシャーが緩められたと思います。そして，ワーク・ライフ・バランス

や従業員との関係を重視する施策が増えました。フレックスタイム制があるので，自分で仕事の時間を決

めることができます。夜早く帰宅し，子供と遊びたい私にとって非常に良い制度だと思います。実は他社

から 2倍の年収という条件で引き抜きの話もありましたけど，私は断りました。」（VIP顧客管理係長W氏） 

 

ワーク・ライフ・バランスに配慮した A 社の雇用制度は，中国では革新的である。近年，

IT，金融，不動産業界における競争激化の中で，管理職や専門職の従業員の長時間労働，

仕事強化（work intensification）が常態化する傾向にある。中国のベンチャー企業，特に

ハイテク分野の企業では，残業の多さが深刻で，社内に従業員用の簡易ベッドが設置する

企業も多いという。その背景にあるのは，市場競争の激化だと思われる。低コストとスピ

ードを武器に中国企業が事業を急速に拡大していくことが背景と指摘された。 

中国では，長時間労働は従業員の身心の健康に悪影響を与え，人材の離職問題が深刻に

なっている。従業員の人間性を重視する A 社の雇用制度は，従業員のコミットメントの向

上，ひいては人材確保につながり，この点では，中国の現地企業より魅力を感じる現地人

従業員が多く見られる。現地の労働問題を解決する対策として，A 社の現地人従業員は本社

の制度を受け入れる意欲が高い。同時に，現地企業と異なった制度の運用は，A 社の人材確

保における優位性を生み出しているといえよう。 

また，A 社の現地人管理者は本社の制度を受容しつつ，そこに含まれた意味を新たに解

釈する傾向が見られる。A 社では，従業員モラールを定期的に調査する「従業員意見調査」

という本社の制度が導入された。「従業員意見調査」は上司のリーダーシップに対する評価

から，職務満足度，人事部門の仕事評価まで従業員の意見を求めている。「従業員意見調査」
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の導入によって，従業員が人事マネージャー，経営層とのコミュニケーションの機会が確

保され，現地人従業員の経営参加意識の向上が見られた。しかし，実際の制度運用におい

て，従業員の意見が採用されたのはわずかであるため，現地人管理者は本社制度の有効性

を疑っている。 

 

「現在の人事制度が以前より充実していますが，しかし，導入された一部の人事施策が実際に役に立って

いるかどうか，ちょっと疑問を感じています。例えば，社内では経営層と様々なコミュニケーションの機

会が用意され，定期的な従業員意識調査が行われ，調査の結果も開示されています。しかし，従業員の意

見が実際に採用されたのはわずかです。ですから，こういった施策は徐々に形式的な存在になってしまい，

従業員の期待がだんだん減るでしょう。でも，従業員にとっては，自分の意見や感想を述べることができ

たので，ある程度のストレス発散効果があるかもしれません。」（運営管理部部長 N さん） 

 

「従業員意見調査」の結果はいかに組織の改善活動につながるかということをちゃんと示され

ていないため，「従業員意見調査」の有効性が疑われる。それは本国出向者と現地人管理者と

のコミュニケーションの問題であり，本社の制度に含まれる意味を海外子会社に浸透する

ことができなかったためだと考えられる。A 社では，本社管理者と現地人管理者間では英語が

用いられ，言葉の問題により，正確に意味を伝えることには難しいところがある。それに加え，

本社管理者にとって，いかに「従業員意見調査」を効果的に運用するということが自明であり，

説明する必要がない。本社管理者には当たり前のことが現地人管理者には当たり前でないような

間主観性の問題も，意味伝達の難しさを増やした。 

A 社の現地人管理者は「従業員意見調査」を運用する有効性を認識しているとは言えない

が，「従業員意見調査」の導入によって，現地人従業員が自分の意見や感想を述べること

ができる。それが風通しのよい職場づくりにつながり，職場の安定性の向上に貢献すると

思われる。このように，制度自体の有効性が認識されていなくても，その制度を運用する

ことでほかのメリット（風通しのよい職場づくり）があると現地人管理者が認識した場合，

現地人管理者は本社制度を意識的に受け入れようとする。 
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5-3-2. 制度的補完性を高めるための新規提案 

新規提案はある制度を改定する余地が見られない場合，現地人管理者は他の制度を提案

して制度的補完性を利用するという戦略的対応である。5-2-2 で示したように，A 社の賃金

水準は世間相場より少々高く設定している。しかし，改定後の A 社の賃金制度には変動賃

金の割合が減ったため，賃金による従業員の外発的な動機づけになりにくいと思われる。

それに加え，A 社の賃金原資は本社によってコントロールされているため，従業員に金銭的

なインセンティブの提供が難しい。この現実を踏まえて，人事管理者は他の面から従業員

のケアを図っている。例えば，以下の発言の引用にあるように，A 社の人事マネージャーは

よりよい人材育成の機会を本社側に要求したり，従業員が希望する勤務地を優先してあげ

たりして，従業員のほかのニーズへの対応を金銭的なインセンティブの補完的役割として

利用している。 

 

「従業員が最も関心を持っているのは，賃金や職場環境，キャリアパスの 3 つにほかなりません。賃金に

関して，賃金原資は A 社の収益によって決められています。例えば収益の 3%は賃金の原資になるとか。

ですから，賃金を改善できる余地は非常に限られています。しかし，勤務地であれば，従業員の実際の状

況を考慮したうえで決めることができます。たとえ従業員のすべての要求を満たすことができなくても，

できるだけその一部を解決してあげて，そしてその問題解決の姿勢を従業員に見せることが大切です。そ

うすれば従業員は自分のことが重視されていると感じるでしょう。キャリアパスに関して，社内では基本

的な研修を用意しているが，さらなる人材育成，ひいては人材確保のために，私たちは本社側と交渉して，

もっとよい人材育成の機会を求めることができます。さらに言うと，良い人材育成の機会も昇進のチャン

スもなくても，携わったことのない仕事をチャレンジさせることも，従業員の能力向上につながるでしょ

う。要するに，従業員の立場から物事を考えれば，彼らは私の仕事，ひいては会社に対する信頼性が高ま

り，仕事も協力してくれるでしょう。」（マーケティング部人事マネージャーG 氏） 

 

現地人従業員は常に自分のキャリアを意識しているため，新しいスキルを学ぶ機会を提

供することは，従業員の内発的な動機づけになると思われる。従業員に金銭的なインセン

ティブの提供が難しくても，A 社の人事管理者はほかの面から様々な取り組みを講じて，A
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社の人事制度に対する現地人従業員の納得感や職務遂行におけるモチベーションを高める

ことを目指している。それが実現できるのは，A 社の人事管理者は，従業員のニーズをよく

理解できるからである。A 社の人事管理者は制度運用の意味を，従業員のニーズなどの現地

の実情に合わせて解釈することができるため，従業員の要求に適切に対応し，人事管理上

の問題をスムーズに解決できると思われる。 

A 社の人事管理者は賃金制度と補完性のある制度運用の必要性を本社の管理者に示し，よ

りよい人材育成の機会を要求するために，本社管理者との交渉を図っている。本社側は人

事管理のコストコントロールの立場から，人材育成への投資が必要最低限であるべきだと

考えているが，A 社の人事管理者は長期間にわたって従業員の活動実態を日常的に把握し，

子会社の人事課題をスムーズに解決できるため，本社側の納得が得られている。このこと

については，マーケティング部の人事マネージャーは以下のように発言する。 

 

「多国籍企業が海外へ投資する目的は利益のためにほかなりません。ですから，人材育成において，本社

側がこれ以上の投資は必要がないと思うかもしれません。企業側の立場から見て，優秀な人事マネージャ

ーとは会社の利益を優先すべきだと思うかもしれません。しかし，優秀な人事マネージャーにとって，い

かに会社の利益と従業員のニーズとのバランスをとるかが何より重要だと私は思います。…（中略）…わ

れわれは人事管理の課題を解決することを通じて本社の管理者に納得させ，本社の支援を得られると思い

ます。」（マーケティング部人事マネージャーG 氏） 

 

A 社では人事管理コストがコントロールされるなかで，人事管理者は従業員の動機付け

やモチベーションを向上させるために，制度間の補完性を利用して新規の制度を提案し，

人事管理のコストコントロールと従業員のニーズを均衡に保つように調整を行おうとする。 

A 社は現地における事業展開の経験が豊富であり，それが財務上の成功をもたらした。

そのため，本社側は A 社の事業展開や日常の組織管理に過度に立ち入らないようにしてい

る。現地人管理者は本社の期待に応えて成果を上げることできれば，本社からの要求に部分

的に従いながら，従業員の要求，期待に個別に対応するように人事制度の策定に関与する

ことが可能である。制度補完性を高める新規提案は本社の管理者に納得してもらうという
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現地人管理者の権力行使が示される。このことについて，現地人管理者は以下のように発

言する。 

 

「海外子会社は現地の制度的環境や自社の状況に適応した結果，本社の意図と異なって行動するようにな

るかもしれません…（中略）…わが社は買収後の 10 年間,ほとんど以前の人事制度を使用していたため，

現地人管理者が主体的な役割を果たしてきた。われわれは自社の事業目標を達成できれば，本社側は子会

社の日常の組織管理を大目に見てもらえます。」(副総経理 L 氏)。 

 

5-3-3. 制度運用における「面従腹背」 

 「面従腹背」は本社側の承認が得られなくても，本社制度の黙従に見せかけて本社制度

に従わないようにするという戦略的対応である。5-2-3 で示した改定後の評価制度では，目

標項目の数値化という評価基準が強調される。目標項目の数値化という評価基準は，従業

員の行動とどのようにリンクするかが不明確なところがあり，上司は部下にアドバイスを

する際に，具体的な行動事例を示すことが求められる。目標達成度の評価基準に関して，A

社の現地人管理者は以下のように発言している。 

 

「本社から導入された評価基準は，現地の事情に適合しているとは思いません。以前の目標設定は行動的

な面を重視していましたが，現在，数字的な目標が多く設定されています。例えば以前の目標設定は修理

の質，顧客満足度，仕事に対する真面目さなどを中心に評価していたが，現在はコスト，インプット（顧

客ニーズを対応する時間などの資源） とアウトプット (顧客満足度)との釣り合いが評価の基準となってい

ます。しかし，数字的な目標がどのように自分の仕事を進めていくのかは，必ずしも明確ではない。また，

数字的な目標は実際の職務遂行における従業員の態度や行動を正確に反映することが難しいと思います。

それは従業員の能力向上やモチベーションを阻害するかもしれません。」（サービス管理係長 M 氏） 

 

A 社の現地人管理者は日頃から部下の職務遂行の状況に関する情報を収集し，アドバイス

や指導を行う。どのような評価基準が従業員にとって受け入れやすいかについて，部下の

日常の行動を観察したり，直接に部下と話し合ったりして把握できる。現地人管理者の立
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場から見れば，目標項目の数値化という評価基準は目標達成の手段や方法が必ずしも明確

ではない。職務遂行を進めていくなかで，上司は部下に具体的な行動事例を示す必要があ

る。それは従業員の能力向上にもつながる。また，最終評定においても，現地人管理者は

具体的な行動事例を示しておくことで，従業員が評価結果に対する納得性が高く，評価結

果を受け入れやすいと思われる。 

 

「職務遂行のなかで，どのような行動が望ましいかを示して欲しいです。…（中略）…仕事では結果を

出すことは何よりも重要ですが，でも仕事の結果を左右する要因があまりにも多くて，努力さえすれば，

必ずしも良い結果に導くとは言えません。自分が頑張っても，なかなかよい評価が得られないと，モチベ

ーションが下がるでしょう。ですから，評価する際に，能力の向上を含めて考慮してもらえればありがた

いです。」（部営業アシスタント K 氏） 

 

 A 社の現地人管理者は現地人従業員に対する評価を子会社の実情に合った形で運用する

ことを望んでいる。本社の目標項目の数値化という評価基準は，本国の仕事管理をベース

に策定されているため，A 社の人事管理に馴染まない要素が含まれている。欧米人の行動様

式と異なる中国人従業員にとって，数値化の評価基準(成果コントロール)のみならず，従業

員の行動や態度を評価すること(行動コントロール)は，評価結果に対する現地人従業員の納

得性を高め，従業員の能力向上にも繋がると思われる。この状況認識に基づき，現地人管

理者と本社管理者との間で折衝が行われた。 

 

「このことについては，本社の管理者と交渉しても，十分な理由または明確の証拠を示すことができない

限り，本社管理者は評価項目の内容を変えることは許可してくれません。現地従業員の考え方や行動様式

に合わないという理由だけでは，文化も考え方も違う本社の管理者に納得させるのがなかなか難しいです

…（中略）…私は部下を評価する際に，仕事態度，チームメンバーとの協力度，仕事の完成度を最も重視

しています。もちろん，事前に部下の了解をもらっています。」（サービス管理係長 M 氏） 

 

A 社の現地人管理者は，数値化の評価基準が実際の職務遂行における現地人従業員の態度
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や行動を正確に反映できないという自分の状況認識を本社の管理者に示し，数値化の評価

基準のみならず，従業員の行動も評価すべき，本社管理者を説得しようとした。しかし，

現地人従業員の考え方や行動様式に合わないという理由だけでは，文化も考え方も違う本

社の管理者に納得させるのが難しいと思われる。このように，どのような評価基準を使用す

べきかについて，A 社の現地人管理者は本社の管理者の認識と異なり，A 社の現地人管理者と本

社の管理者は認識の共有ができない部分が生じたことが示される。 

A 社の現地人管理者は本社の評価基準を再調整するために本社側と交渉しようとしたが，

実際に，A 社の現地人管理者は本社側の承認が得られなくても，本社制度の黙従に見せかけ

て本社の評価基準に従わないように対応することができる。 

この「面従腹背」の対応が生じた背景には，本社管理者は A 社の日常の事業展開や組織

管理に深く関与しないため，A 社の現地人管理者は人事制度の運用における一定の意思決定

の裁量権が与えられたと思われる(5-2-2)。本社管理者は本社の人事制度の移転という自分の役

割を遂行するために，主張すべきことを主張し，相手に任せるところを任せる。そのため，従

業員の評価おいて，A 社の現地人従業員の日常的活動を把握しやすい管理者にある程度の柔

軟性を残したからだと言えよう。 

また，A 社の現地人管理者の多くは組織内部から昇進してきて，現地人従業員の日常的

な活動実態を直接的に把握できる。それによって，日常の職場管理において，現地人管理

者と従業員との円滑なコミュニケーションが促進され，人事制度運用上の問題をスムーズ

に解決できるという。 

 

「A 社の管理職は社内から昇進した人が多いので，彼らは部下のことをよく理解できます。ですから，

仕事のことは上司と相談しやすいです。近年，本社の人事制度は多く導入されてきたが，現地人同士の思

いやりがあるので，人事管理上の問題もスムーズに解決できると思います。」（営業アシスタント S 氏） 

 

A 社の現地人管理者は現地人従業員の日常的な活動実態を直接的に把握することで，知

見や経験を蓄積して，本社管理者が理解しようとしても理解できない知見や経験を得られ

た。現地人管理者はより主体的な役割を果たして，従業員に対する行動評価ないしはそこ
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に込められた意味を本社の管理者に知られずに遂行するという権力行使を示している。そ

れについて，A 社の現地人管理者は以下のように発言する。 

 

「海外子会社の人事制度は子会社の状況に適合しなければなりません。もし本社制度の導入に関して，従

業員の意見を無視すれば，子会社でのコンフリクトを生み出してしまうかもしれません…（中略）…アメ

リカ文化は異文化に対する包容性が高く，E 社は世界各地で数多くの子会社があるので，各国子会社の文

化や制度的環境の特殊性を理解できると思います。われわれは子会社の事業目標を達成すれば，本社側は

われわれの認識上の差異や行動上の差異を受け入れられると思います。」（マーケティング部人事マネージ

ャーG 氏） 

 

5-4. A 社の人事管理における社会的合理性の形成についての考察 

本章では A 社の事例をもとに，人事管理に関連する子会社の制度的環境に応じて，現地

人管理者の３つの戦略的対応を示した。本社の制度運用における現地人管理者の戦略的対

応は，人事管理の課題解決に関する現地人管理者の状況認識によって促進される。次の部

分では，人事管理の課題を解決するための現地人管理者の戦略的対応を成立させる２つの

メカニズム，すなわち「本社からの役割期待」と「現地の制度的環境の活用」に着目して，

A 社の人事管理における社会的合理性の形成について考察する。 

「本社からの役割期待」とは，海外子会社が持つ経験や組織能力を踏まえて，現地の制

度的環境における子会社の役割達成に対する本社の期待である。本社からの役割期待の度

合いが高ければ，現地人管理者は本社制度の運用への戦略的な対応が実現しやすくなる。

また，「現地の制度的環境の活用」とは，海外子会社が現地の制度的環境のもとで，蓄積し

てきた経験や知識を活用することである。海外子会社が現地の制度的環境への埋め込みの

深さが深ければ深いほど，現地人管理者は本社制度の運用への戦略的な対応が実現しやす

くなる。以下では，A 社の人事制度の運用において，現地人管理者の戦略的対応を成立させ

るメカニズムについて，詳細に述べる。 

 第１に，本社制度の受容について，本社制度の使用は現地の労働問題を解決し，現地企

業と異なった制度の運用によって，子会社の人事制度における優位性を生み出している場
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合，または，制度自体の有用性が不明だが，その制度を運用することでほかのメリットが

あると現地人管理者が認識している場合，本社制度の受容という戦略的的対応が採用され

る可能性が高い。 

現地人管理者は現地の制度的環境を熟知しており，彼らは本社の制度を効果的に利用し

て，現地の労働問題を解決しようとする。A 社では本社のフレックスタイム制，「従業員意

見調査」といった本社制度の受容によって，従業員のワーク・ライフ・バランスの意識，

経営参加の意識が強化され，それは現地人従業員のコミットメントの向上につながってい

る。 

 第２に，新規提案について，ある制度を改定する余地が見られず，現地人管理者は制度

的補完性を利用して他の制度を提案し，人事管理の課題を解決しようとする場合，新規提

案という戦略的対応が採用される可能性が高い。 

 A 社は現地における事業展開の経験が豊富であり，それが財務上の成功をもたらした。そ

のため，本社側はA社の事業展開や日常の組織管理に過度に立ち入らないようにしている。

現地人管理者は本社の役割期待に応えて成果を上げることできれば，A 社の現地人管理者は

従業員の要求，期待に個別に対応するように人事制度の策定に関与することが可能である。 

 それに加え，A 社の現地人管理者の多くは組織内部から昇進してきて，現地人従業員の日

常的な活動実態を直接的に把握し，従業員のニーズをよく理解できる。現地人管理者は制

度運用の意味を，従業員のニーズなどの現地の実情に合わせて解釈することができる。そ

のため，従業員の要求に適切に対応できるように，現地人管理者は人事制度間の補完関係

を利用して人事管理上の問題を解決することが可能となる。 

第３に，「面従腹背」について，現地人管理者はいかに制度を運用すべきかに関して，本社

側との状況認識が異なり，かつ双方の認識は共有できない場合，「面従腹背」という戦略的対

応が採用される可能性が高い。 

本社は A 社の日常の事業展開や組織マネジメントに深く関与しないため，A 社の現地人

管理者は人事制度の運用における一定の意思決定の裁量権が与えられた。そのため，従業員

の評価において，現地人従業員の日常的活動を把握しやすい管理者にある程度の柔軟性を

残したと言えよう。 



80 

 

それに加え，A 社の現地人管理者は現地人従業員の日常的な活動実態を直接的に把握す

ることで，本社管理者が理解しようとしても理解できない現地での知見や経験を得られた。

現地での知見や経験の活用を通じて，現地人管理者は従業員が評価結果に対する納得性を

高め，職務遂行における従業員の能力を向上させるように，人事制度の運用に関与してい

る。 

 

5-5. 小括 

 A 社を事例とした聞き取り調査では，第一に，現地人管理者は現地市場における事業展開

および事業拡大を支えられる人事戦略を実行するように，現地の競争環境に適合する人事

制度を策定する点において，本社側との認識が異なることを示した。第二に，A 社の現地人

管理者が，本社制度の受容，制度の新規提案，「面従腹背」の３つの戦略的対応は，人事管

理の課題解決に関する現地人管理者の状況認識によって促進されることを明らかにした。

第三に，現地人管理者の戦略的対応を成立させるメカニズムは，「本社からの役割期待」と

「現地の制度的環境の活用」の２つがあることを示した。 

国際経営論の先行研究が指摘するような，コンティンジェンシー要因と緊密に対応して

成果を発揮する人事管理（技術的合理性）が実際に，必ずしも実践されない。本章で検討

したように，実際の海外子会社の人事管理は社会的に形成されるのであり，人事管理の形

成と運用において，現地人管理者の状況認識，および現地人管理者と本社側間の権力作用

の視点が欠かせない。 
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第 6 章 結論 

 

本章ではまず，第 4 章と第 5 章で示してきた海外子会社の人事管理における技術的合理

性と社会的合理性についての分析から得られた発見事実を研究課題に沿って総括する。次

に，本研究の発見事実のインプリケーションを示し，理論的なインプリケーションと実務

的なインプリケーションについてそれぞれ述べる。最後に，本研究の限界と今後の課題を

示す。 

 

6-1. 発見事実の要約 

本研究では次のような事実を発見した。海外子会社の操業年数が長くなると，本国人ト

ップによる人的コントロールという組織の安定性を確保する役割の重要性が減っていく。

海外子会社は本社の組織的知識を効果的に利用する必要性が依然として残っており，一般

出向者を通じた知識移転によって，海外子会社を支援することが求められる。しかし，実

際に，技術的合理性にこだわる子会社において，現地人は本社の組織的知識を素直に受け

入れておらず，本社の組織的知識の正統性をめぐる権力作用の中で，戦略的に対応しよう

とすることが見出された。それは海外子会社の人事管理における技術的合理性と社会的合

理性が，必ずしも一致しないことを示している。実際の海外子会社の人事管理の形成と運

用は社会的なプロセスであり，このプロセスにおいて，人事管理の課題解決に関する現地

人管理者の状況認識は，彼らの戦略的対応を促進するということが見出された。そして，

現地人管理者の戦略的対応を成立させるには，「本社からの役割期待」と「現地の制度的環

境の活用」という 2 つのメカニズムが欠かせないことが発見された。 

 次には，第 2 章で示した研究課題に対応させて，具体的な発見事実を示す。 

 (Ⅰ) いかなる人事管理が海外子会社のパフォーマンス向上に貢献するか（技術的合理

性）? 

知識移転に関連する国際経営論の知見を踏まえて，第4章の実証分析では，海外子会社の

所有形態や操業年数という2つのコンティンジェンシー要因は，本国出向者を通じた知識移

転（人材配置）と子会社のパフォーマンスの関係をいかに調整するかを検証した。 
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重回帰分析では，子会社の操業年数が長いほど，組織の安定性は官僚的コントロールと

文化的コントロールによって確保することができ，人的コントロールという日本人トップ

の役割の重要性が操業初期より減っていく。国際合弁子会社において，多国籍企業は子会

社の所有権を現地のパートナーと共有し，本国人トップが組織の意思決定への影響が限ら

れるため，子会社の操業年数に関わらず，本国人トップの配置は子会社パフォーマンスに

与える影響が見られなかった。それに対して，海外子会社の操業年数が長いほど，本社の

技術的ノウハウ，組織マネジメント知識など，本社の重要な知識を効率的に利用する必要

性は依然として残っている。一般出向者は知識移転を通じて海外子会社を支援することは

子会社パフォーマンスの向上に貢献する (4-4-1)。 

また，重回帰分析では本国中心の人材配置は，独資子会社のパフォーマンスに正の影響

を与えるという結果を示している。独資子会社において，本国人トップによる組織ガバナ

ンスは高い正当性があり，本社戦略に沿ったオペレーションの推進や，一般出向者による

知識移転が円滑に行われることが示唆される。他方，国際合弁子会社において，多国籍企

業は子会社に対するコントロールは現地パートナーと共有し，本国人トップによる組織ガ

バナンスが難しい。そのため，本国人トップの配置は子会社パフォーマンスに与える影響

が見られなかった。また，一般出向者を通じた知識移転は，現地パートナーの戦略的経営

の見方と，合弁子会社の組織文化と適合しない可能性が高い。それは合弁双方のコンフリ

クトを引き起し，国際合弁子会社のパフォーマンスにマイナスな影響を及ぼす（4-4-2）。 

 (Ⅱ) 海外子会社のパフォーマンスの向上に貢献する人事管理（技術的合理性）は，本社

側と現地人管理者との権力作用のなかで形成される人事管理（社会的合理性）と一致する

か？ 

 重回帰分析の結果から見ると，職場レベルの本国出向者の配置は，子会社の操業年数が

増えるにつれ，子会社のパフォーマンスを向上させる効果が強くなる。しかし，2-3で述べ

たように，そうした技術的決定論的な展開が，実際の実務で常に起きるとは限らない。社

会的合理性という観点に立つと，子会社における人材配置（本国出向者を通じた知識移転）

に関して，本国出向者と現地人管理者が異なった基準に従う論理的な合理性が存在する。社会

的合理性を重視した人材配置は，技術的合理性を重視した人材配置と異なる帰結を生みう
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る。 

中国子会社における日本出向者の数の実態を追加に分析すると，一般出向者の配置が操

業年数の長い子会社のパフォーマンスに与える正の影響がより強いにもかかわらず，実際

に子会社（独資と国際合弁）の操業年数が増えるにつれ，職場レベルの本国出向者比率が

増加しておらず，さらに減少する動きが示されている。2-3 の社会的合理性という観点を踏

まえると，その理由は，設立初期には子会社は本社の知識を重視しているが，現地知識の

重要性が増えるにつれて，独自の方法で組織マネジメントしたいと考えるようになるとい

うことである。操業年数が長くなると，現地人は現地知識がより重要だと思うようになり，

日本出向者を通じた知識移転の合理性は，現地人が認識していない可能性が高い。あるい

は日本出向者を通じた知識移転は，現地の制度的環境からの圧力に適切に対応できていな

い，と現地人が認識しているからである。 

そのため，技術的合理性にこだわる企業においては，現地人従業員は，「素直に受け入れ

ることをはばかられる本社の組織知識を，直接的統制・間接的統制という正統性をめぐる

権力作用の中で，戦略的に取り込もう」といった対応をとることになる。それは海外子会

社の人事管理において技術的合理性と社会的合理性が，必ずしも一致しないことを示して

いる。 

(Ⅲ) 本国の発想と現地の発想がある部分で調和し，別の部分では対立する中で，海外子

会社の人事管理がどう形成されるか（社会的合理性）?  

第 5 章では，米国多国籍企業の中国子会社 A 社の人事制度の運用において，現地人管理

者の 3 つの戦略的対応，つまり，本社制度の受容，制度の新規提案，「面従腹背」が見出さ

れた。そして，その 3 つの戦略的対応は，人事管理の課題解決に関する現地人管理者の状

況認識によって促進される。 

第１に，本社制度の受容について，本社制度の使用は現地の労働問題を解決し，現地企

業と異なった制度の運用によって人事制度における優位性を生み出している場合，または，

制度自体の有用性が不明だが，その制度を運用することでほかのメリットがあると現地人

管理者が認識している場合，本社制度の受容という戦略的対応が採用される可能性が高い。

第 2 に，新規提案について，ある制度を改定する余地が見られず，現地人管理者は制度的
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補完性を利用して他の制度を提案し，人事管理の課題を解決しようとする場合，新規提案

という戦略的対応が採用される可能性が高い。第 3 に，「面従腹背」について，現地人管理

者はいかに制度を運用すべきかに関して，本社側との状況認識が異なり，かつ双方の認識共有が

できない場合，「面従腹背」という戦略的対応が採用される可能性が高い。 

また，本研究では，人事管理の課題を解決するための現地人管理者の戦略的対応を成立

させる 2 つのメカニズム，すなわち「本社からの役割期待」と「現地の制度的環境の活用」

を示した。 

まず，「本社からの役割期待」について，A 社は現地における事業展開の経験が豊富であ

り，それが財務上の成功をもたらした。そのため，本社側は A 社の事業展開や日常の組織

管理に過度に立ち入らないようにしている。A 社の現地人管理者は人事制度の運用における

一定の意思決定の裁量権が与えられた。現地人管理者は本社の役割期待に応えて成果を上げ

ることできれば，現地人従業員の日常的活動を把握しやすい管理者にある程度の柔軟性を

残し，従業員の要求，期待に個別に対応するように人事制度の策定に関与することが可能

である。「本社からの役割期待」は高く，本社制度の導入に対して挑むことへの正当性や機

会を現地人管理者に与えることになる。 

また，「現地の制度的環境の活用」について，A 社の現地人管理者は現地の制度的環境を

熟知しており，彼らの多くは組織内部から昇進してきて，現地人従業員の日常的な活動実

態を直接的に把握することで，現地の知見や経験を蓄積してきた。一方，彼らは本社の効

果的な制度を利用して現地の労働問題を解決し，現地人従業員のコミットメントの向上を

引き出した。他方，現地人管理者は本社制度自体を現地で作り変えたりして，制度運用の

意味を従業員のニーズ，行動様式などの現地の実情に合わせて解釈することができる。本

社管理者が理解しようとしても理解できない知見や経験を得られたと言えよう。現地人管

理者は従業員の要求に適切に対応できるように，人事制度の運用に関与することが示され

る。 
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6-2. インプリケーション 

6-2-1. 理論的インプリケーション 

本研究は海外子会社の人事管理の形成と運用について，技術的合理性と社会的合理性と

いう視角からアプローチしてきた。海外子会社の人事管理の形成と運用において，コンテ

ィンジェンシー要因と緊密に対応して成果を発揮する人事管理（技術的合理性）と，本社

側と現地人管理者との権力作用の中で形成される人事管理(社会的合理性)と一致しないこ

とを示した。この発見事実のどこが新しいのかを明らかにする必要がある。 

多国籍企業の知識移転に関する国際経営論の研究では，海外子会社の環境適合を本社から

の知識移転の合理性の基本的な決定要因と考え，本社からの知識移転の合理性は様々なコンテ

ィンジェンシー要因によって調整される，という点に着目してきた（2-2）。しかし，コンティンジェンシ

ー要因は外部環境を抽象的な次元で捉えており，海外子会社は実際に，直接に接している利

害関係者は具体的かつ個別的に存在し，利害関係者の目的や関心, あるいは組織に対する要

求や影響力の大きさはそれぞれに異なり，海外子会社の現地人管理者は個々に異なった対

応を求められる。 

本社の知識移転において現地人管理者の主体性に注目した先行研究では，海外子会社の

現地人管理者が本社の知識移転に対して戦略的に対応できるということを経験的研究で指

摘されたが，現地人管理者の戦略的対応を生じたメカニズムを明確に述べていない。本研

究は制度ロジックという制度派組織論の観点を取り入ることで，現地人管理者の戦略的対

応がどのように生じるかという理論的検討を行った（2-3-2，2-3-3）。 

海外子会社は本社の制度的枠組みと海外子会社の現地の制度的環境に直面し，それぞれ

矛盾する制度的圧力にいかに対応すべきか，現地人管理者と本社側間の状況認識が異なり，

利害の相違が生じうる。そのため，双方は海外子会社の人事管理に関して，それぞれ異な

った基準に従う論理的な合理性が存在する。現地人管理者は自らの目的を追求するために，

保有するリソースを利用して，本社との権力作用のなかで権力行使が可能である。このよ

うに，現地人管理者は自身の主体的な行動を通じて，「ある合理性の正統性」を社会的に

確立するために，戦略的対応をとるのである。海外子会社の人事管理は本国出向者と現地人

管理者がそれぞれ思っている「合理的な人事管理」の折衷案として形成される。 
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海外子会社の人事管理における社会的合理性という本研究の視点は，国際経営論におい

て新しいものである。本研究の発見事実は，海外子会社において技術的合理な人事管理は

実際に実践されるとは限らない。それは，現地人従業員は本社の組織的知識の合理性を認

識しておらず，本社の組織知識を直接的統制・間接的統制という正統性をめぐる権力作用

の中で，戦略的に取り込もうといった対応をとるからである。このように，本社からの知識移

転の合理性自体は，本社側と海外子会社の現地人管理者がある社会属性で共有された間主観性

のものである。 

このように，本国の発想と現地の発想がある部分で調和し，ある部分で対立する中で，

社会的に形成される海外子会社の人事管理の社会的合理性が画一的な基準に基づいて検討

できない。つまり，人事管理における社会的合理性を捉える基準には多様な捉え方が存在

するということである。 

 

6-2-2. 実務的インプリケーション 

本研究では，海外子会社の人事管理は実際にどう形成されるかは，海外子会社の制度的

環境に埋め込まれている本社側と現地人管理者間の相互作用に注目しなければならないと

いうことを指摘した。 

国際経営論の先行研究では，本社の知識移転において制度的環境が果たす役割の重要性

を強調しているにも関わらず，海外子会社がいかに制度的環境に埋め込まれながら，本社

の知識移転に戦略的に対応するかに関する言及が少ない。特に海外子会社の現地人管理者

の戦略的対応の根底にあるメカニズムを解明する研究は見られない。本研究は,本社の人事

制度の導入に対し，現地人管理者の 3 つのタイプの戦略的対応を明らかにした上で，現地

人管理者の戦略的対応を成立させる 2 つのメカニズム，すなわち「本社からの役割期待」

と「現地の制度的環境の活用」という発見事実を示した。本研究は現地人管理者の戦略的

対応を成立させるメカニズム，海外子会社の人事管理における社会的合理性の形成を解明

した点には価値がある。 

海外子会社の現地人管理者が現地の制度的環境に埋め込まれることは，本社制度の受容，

制度の新規提案，「面従腹背」といった戦略的対応の動機となり，海外子会社の組織マネジ
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メントにおいて，現地人管理者が果たす重要な役割が描かれる。現地人従業員のニーズ，

行動様式などの現地の制度的環境に深く関連する情報は，直接的に海外子会社の人事管理

への影響は大きい。現地の状況に埋め込まれないと，それらの制度的要求や期待に対応す

ることが難しい。海外子会社の現地人管理者が制度的環境に深く「埋め込まれる」ことに

よって，本社制度の導入に対する戦略的な対応の動機付けや機会を見出すことが強化され

る。海外子会社の現地人管理者が現地の制度的環境に埋め込まれながら，現地での活動や

能力構築を通じて，子会社の組織マネジメントにおける現地人管理者の知識や経験が蓄積

される。現地人管理者が現地で蓄積された知識や経験を利用することで，子会社の状況に

対する自らの認識が形成される。その状況認識に基づいた人事管理上の課題を解決すると

ういう動機付けは，本社制度の運用における現地人管理者の戦略的な対応を促進した。 

また，本社の制度的環境と現地の制度的環境に埋め込まれることによって，現地人管理

者は現地の制度的環境と本社の制度的環境の違いを利用し，海外子会社の人事管理に戦略

上の優位性を創出することができる。現地人管理者は現地の労働問題を解決するために，

本社制度を積極的に利用し，現地では全く新しい人事制度を運用する。現地企業と異なっ

た制度の運用は，従業員のコミットメントの向上や人材確保といった人事管理における優

位性を生み出した。他方，現地人管理者は制度運用の意味を現地の実情に合わせて解釈し，

従業員の要求に適切に対応するように，本社制度の運用に戦略的に対応し，人事管理上の

問題を解決することが可能となる。このように，海外子会社の制度的環境は，必ずしも子

会社の現地人管理者の行動を制限するものとは限らず，戦略上の優位性を生み出す源泉で

もある。 

 

6-3. 本研究の限界 

本研究は以下のような限界や課題が残された。 

第１の限界として，分析対象の限界が指摘されるだろう。第 2 章で示したように，海外

子会社の現地人管理者と本社側（本国出向者）は子会社の状況に対して異なる解釈をなさ

れる余地がある。双方は自らの状況認識に応じて人事制度を運用すれば，人事制度の運用

をめぐる権力作用を生み出しうる。海外子会社の状況に応じた人事管理の形成と運用が現
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地人管理者と本社側（本国出向者）間の権力作用を生み出しうるという点は，多国籍企業

の海外子会社において共通していると考えられる。 

しかし，海外子会社の人事管理における社会的合理性の形成過程は，聞き取り調査で取

り上げられた A 社の特殊な部分に関連しているかもしれない。A 社は(1)米国の多国籍企業

によって買収される子会社，(2)現地での事業経験が比較的に長く，ある程度の組織能力が

構築されているといった点で特殊である。今後の分析は，複数の組織特徴の異なる対象と

した事例の比較分析を行い，A 社の事例分析の発見事実との共通点および相違点を明らかに

する必要があるだろう。その作業は，単に本研究の発見事実や解釈の妥当性を高めるのみ

ならず，本研究で明らかにする海外子会社の人事管理における社会的合理性の形成過程の

さらなる精緻化にも貢献するだろう。 

 第 2 の限界として，第 4 章の質問票調査では状況変数の使用により，海外子会社の人事

管理における技術的合理性が検討されたが，第 5 章の聞き取り調査では海外子会社の人事

管理における社会的合理性の形成過程について，状況変数を考慮されていない。今後，状

況変数を考慮に入れた事例分析を行う必要がある。例えば，所有形態という状況変数を取

り入れ，海外子会社の人事管理における社会的合理性の形成過程について，独資子会社と

国際合弁子会社を比較する事例分析を行うことができる。 

 国際合弁子会社において，多国籍企業は海外子会社に対するコントロールが現地パート

ナーと共有し，合弁双方は戦略的経営の見方，組織文化などにおいて異なるため，合弁双

方の権力作用が生じる可能性が高い。国際合弁子会社の人事管理における社会的合理性は

いかに形成されるかを，独資子会社と比較して検討することで，海外子会社の人事管理に

おける社会的合理性の形成に新たな示唆を与えるだろう。 

国際合弁子会社における社会的複雑さを積極的に管理し，合弁双方は効果的なコミュニ

ケーションを維持しながら，共通の利益や信頼関係を構築することができれば，第 4 章で

示したように，子会社の技術支援のために，本国出向者を慎重に配置することが，子会社

のパフォーマンスの向上につながる。 

第 3 の限界として，本研究は本社側の認識や意図を現地人管理者の視角から解釈し，そ

れに基づいて人事管理における社会的合理性の形成を検討してきた。A 社の現地人管理者は
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本社側とのやりとりするなかで，本社側の対応を解釈してきた。本社側の意図に対する現

地人管理者の解釈は，本社側の意図をある程度に反映できるが，それは必ずしも本社側の

本意と一致しないことに注意しなければならない。 

今後，本社側に対するインタビューを通じて本社側の意図を明らかにし，本社側と現地

人管理者の立場を照合しながら描写したほうが，双方の認識・行動に対する理解が促進さ

れるであろう。例えば，(1)本社側はどのような戦略的意図を持って海外子会社へ知識を移

転するか，(2)海外子会社へ知識を移転する際に，本社側はその知識移転の正当性を意識し

ながら，知識移転を行うのか，(3)さらに，現地人管理者が自らの状況認識に基づいた知識

創造，および彼らの戦略的対応について，本社側はどのように考えるか，などが挙げられ

る。 
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